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協働ロボットを安全に導入するマニュアルとして「機能安全活用実践マニュアル
－ロボットシステム編（中央労働災害防止協会、平成30年3月発行）※」があ
る。本解説書は、協働ロボットの導入を考えている事業者が、もっとわかりやすく協
働ロボットの安全な導入について理解して頂くことを目的として作成した。従って、
リスクアセスメントについてだけではなく、用語解説などの付録を充実させ、活用し
て頂けるマニュアルとなることを目的として作成した。

※ https://www.mhlw.go.jp/file/06 -Seisakujouhou -11300000 -
Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000197860.pdf

協働ロボットの安全解説書作成の目的

ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会

ロボット利活用推進ワーキンググループ（WG2）

製造業サブグループ安全ガイドライン解説書作成チーム
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はじめに

第1章 はじめに

本書における協働ロボットとは、ISO10218 -1､及び-2 （JIS B8433 -1､

及び-2）で定義されている「特別な目的で設計したロボットが、定義した作業

空間内で人間と直接協働して作業することが可能なロボット」とする。

上記内容を含んだ柵レスを目指したロボットシステムもこれに含まれる。

協働ロボットとは
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規格と法令に関する概要

第1節

規格と法令に関する概要

第1章 第1節
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法令と規格に関する概要

第1章 第1節

人手不足で人に代わって協働ロボットを導入したいけど、安全性はどうなのかな？
柵もいらないようだけど事故も心配だし法令とか規格とか難しそうだけどどうなんだろ
う？

産業用ロボットは以前から「安衛則」によって運転中の危険を防止する為、様々
な安全基準が明確にされてきました、良く聞くのは労働安全衛生規則第150条
の4の規定により産業用ロボット（定格出力が80Wを超えるもの。）に接触する
ことにより危険が生ずる恐れがあるときは、「柵又は囲いを設ける事とされている」
ですね。
でも最近は、技術的には制御技術の急速な進歩によりロボットと人との協働作
業が可能になってきていますが、産業用ロボットと人との協働作業が否か明確で
なかったので、基発1224第2号通達により産業用ロボットと人との協働作業が
可能となる安全基準が明確化されました。

※ 法令と規格に関する詳細は本書付録1用語解説 付録2法令と規格や機能安全活用
実践マニュアル「ロボットシステム編」を参照のこと。



そうですね･･･、先ずはロボット及びロボットシステムに関する代表的な安全規格を知りま
しょう。
※ 国際標準化機構ISO10218

ISO 10218 （JIS B 8433）は産業用ロボット（協働ロボット含む）およびロボットシ
ステムに向けて作成された規格です。規格は-1と-2で構成されています。-1は産業用ロ
ボット本体の設計および製造上の安全性についての要求事項を定めており、主に製造
業者（メーカー）に向けた安全規格になっています。対して、-2はロボットシステムのイン
テグレーション（設計・製造・据付・運転保守）における安全性についての要求事項を
定めており、主にシステムインテグレータが活用することを想定した安全規格になっていま
す。ISO/TS 15066 はISO 10218 -1、-2に記載されている協働ロボットに関する要
求事項を補完する技術仕様書です。

9

法令と規格に関する概要

第1章 第1節

協働ロボットを導入しようと思ったときに参照すべき規格は何ですか？

ISO/TS 15066 （TS B 0033 ）
ISO 10218 -1 （JIS B 8433 -1）

ISO 10218 -2 （JIS B 8433 -2）
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法令と規格に関する概要

第1章 第1節

産業用ロボットは人とロボットが隔離された空間で稼働する産業用ロボットと、柵等を
設けずに人と同じ作業空間内で稼働する協働型産業用ロボットに分けられます。
前述の基発1224 第2号通達により協働作業の安全基準が明確化され、ISO
10218 - 1 , - 2の要求事項を満たした産業用ロボット（技術ファイルおよび適合宣言
書の作成が必要）をその使用条件に基づき適切に使用する、または、リスクアセスメ
ントにより危険のおそれが無くなったと評価できるときは、柵または囲い等を設ける必要
はなくなりました。

特に、柵を用いない協働ロボットの導入には、リスクアセスメントが非常に重要と言う
事ですね。
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法令と規格に関する概要

第1章 第1節

定格出力が80Wを超えるロボットが産業用ロボットなので、80Wを超えない場合は
産業用ロボットにあたらないので基発1224第2号通達に基づくリスクアセスメントを
しなくても良いのでは？

産業用ロボットではありませんが、機械に分類されるので、リスクアセスメントは必
要です。
○機械の包括的な安全基準に関する指針（2007年）
機械は、リスクアセスメントに基づく保護方策の検討と実施が必要

他に、機械危険情報提供ガイドライン（2011年）と労働安全衛生規則（平
成24年4月1日付 改正（第24条の13））により、機械を譲渡や貸与するも
の（機械譲渡者）に対して、機械の残留リスクに関わる箇所、危害を発生させ
る可能性のある作業等を通知する義務が課されています。

※ 法令と規格に関する詳細は本書付録1：用語解説 付録2：法令と規格を参照のこと。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/ks04.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/120521.pdf



協働ロボットの安全性について

協働ロボットの安全性について

第1章 第2節
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協働ロボットの安全性について（1）

Å生産設備の効率化や高度化を目指して産業用ロボットをはじめとする自動化・効率化設備の導入が
進んでいる。しかし、現時点における導入先は、大企業が中心であり、大きな柵に囲われた大規模な生
産設備となっている。そのような中、省スペースで人と共に働くことができる「協働型ロボット」の出現により
柵は必要なくなったように思われている。

Åこれは、「協働」という言葉から、無条件にロボットと人が協力して働ける環境を提供しているように感じる
からである。しかしながら、実際に運用するには「協働型ロボット」と呼ばれているものの産業用ロボットに
分類されるため、相応の安全対策が必要となる。

Å協働ロボットは人と同じ環境で作業が行えることを意図して、リスクアセスメントに基づいて設計・製造さ
れたロボットである。ISO 10218 -1の協働ロボットへの要求事項である協働運転中であることを示す視
覚表示や、本質的安全設計としての挟み込み、巻き込みが起きにくい形状や、接触したときの圧力を
減らすために丸みを帯びた形状の採用などを行っており、リスクアセスメントを実施した上で柵なしでも使
えるほど安全性に優れているため、スピードやパワーよりも安全性を重視した作業に向いている。
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協働ロボットの安全性について（2）

Å協働ロボットはあくまでも人の作業を代替するために製造されたロボットのため、一般的な産業用ロボット
と比べて安全の観点によりパワーやスピードに制限がある。そのため、生産スピードを求めている作業や重
量のあるワークの運搬、加工業務には向いていない場合がある。

Å現在開発されている協働ロボットは初心者でもプログラミングの作成が可能になっている仕様が多く存在
している。直接ロボットのハンドを動かして教示する「ダイレクトティーチング（リードスルーティーチ）」を採
用しているロボットや、タブレット端末で簡単に教示できるロボットなどがある。協働ロボットは他の産業用
ロボットと比べてプログラムの変更や段替えは簡単だが、段替えの頻度によってはロボットよりも人の方が
柔軟性に優れ、効率がいい場合がある。

協働ロボットの安全規格

Å人と同じ環境で作業できる協働ロボットは安全の確保を行うために、法で定められた「リスクアセスメント」
を行う義務がある。また、安全要求のためにISOが設けられている。今回は協働ロボットのリスクアセスメ
ントの手順やISOの安全要求について基本的な部分を解説するので、同時に発行される他のガイドブッ
クおよび機能安全活用実践マニュアルと合わせて参照のこと。

Åリスクアセスメントの実施方法の概要や事例等は本書にて解説するが、これらはロボットメーカ、ロボットシ
ステムインテグレーター、ユーザー企業が一連して実施した上で情報の共有・伝達が共有され安全なシ
ステムの運用につながる。
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ベンダーもユーザーも一連して行うリスクアセスメント
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情報の共有・伝達

情
報
の
共
有
・
伝
達

第1章 第2節



リスクアセスメント

第3節

リスクアセスメント

第1章 第3節
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リスクアセスメント（リスク管理の基本的な考え方）

リスク低減領域とリスク保有領域の
境界でのリスク基準を決定することは
組織としての意思を示すことである。

「リスク管理」

（Risk Management ）

の中で重要な意味を持つことになる。

発
生
確
率

被害規模

リスク低減領域

リスク保有領域

潜在的
危険性

リスク管理

リスク低減対策
（発生防止）

リスク低減対策
（影響緩和）

危機管理

被害小

低確率

高確率

被害大

第1章 第3節

17



リスクアセスメント（リスク管理の基本的な考え方）

回避：（対策を講ずる）

危険源の要因を停止あるいは全く別の方
法に変更することにより、危険発生する可
能性を取り去ること

低減：（対策を講ずる）

危険性に対して対策を講じることにより、
危険発生の可能性を下げること

移転：（対策を講じない）

危険源の要因を他所などに移すこと

保有：（対策を講じない）

その危険性のもつ影響力が小さいため、
許容範囲内として受容すること

発
生
確
率

被害規模被害小

低確率

高確率

被害大

リスクの

回避リスクの

低減

リスクの

移転リスクの

保有

第1章 第3節
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リスクアセスメント（リスク低減策 作る側の責任と使う側の責任）

Å供給者（製造者）と使用者の関係

設計・製造上の
リスク低減

使用上の情報提供による
リスク低減

正しい使用条件・使用方法による
安全確保

供給者側の責任 使用者側の責任

第1章 第3節

ロボットメーカー ⇒ ロボットSIer
ロボットSIer ⇒ ユーザー
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リスクアセスメント（リスクアセスメントの法的位置づけ）

（1） リスクアセスメント実施の義務化

①次の2つの事業者について、リスクアセスメントの実施が努力義務化。（労働安全衛生法第28条の2、平成18年4月1日施行）

・化学物質等による労働者の危険又は健康障害を生ずるおそれがある事業場

・安全管理者の選任義務のある業種の事業場

②さらに、指定された化学物質（平成28年6月1日現在640種類～SDS交付義務もあり）の製造・取り扱う事
業場に対して、リスクアセスメントの実施が義務化。（労働安全衛生法第53条の3、平成28年6月1日施行）

（2） 安全委員会・衛生委員会の付議事項

安全委員会および衛生委員会の付議事項として、「リスクアセスメントの実施」を第2項に追加。
（労働安全衛生法第21条第2項、第22条第2項、平成18年4月1日施行）

（3） 総括安全衛生管理者の業務

総括安全衛生管理者の業務として、「リスクアセスメントの実施」を追加。
（労働安全衛生法第10条第5項、労働安全衛生規則第3条2第2項、平成18年4月1日施行）

（4） 安全管理者、衛生管理者の業務

安全管理者および衛生管理者の業務として、「リスクアセスメントの実施」を追加。
（労働安全衛生法第11条、第12条、平成18年4月1日施行）

（5） 安全管理者、職長教育の教育項目

安全管理者の選任に伴う研修や事業者責任とし実施しなければならない職長教育の教育項目に「リスクアセスメ
ントに関する項目」が定められた。（労働安全衛生規則第5条、基発0224004 号、労働安全衛生規則第40条、平成18年4月1日施行）

（6） 機械等の設置に伴う計画届の免除要件

事業者は、製造業等で定格容量300 kW以上の建設物や機械等（仮設を除く。）を設置し、若しくは移転し、
又はこれらの主要構造部分を変更しようとするときは、その計画を工事開始の30日前までに、労働基準監督署長
に届け出なければならないが、その計画届の免除要件のひとつに、リスクアセスメントの実施がある。

（労働安全衛生法第88条、労働安全衛生規則第87条、平成18年4月1日施行）

第1章 第3節
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リスクアセスメント

リスクアセスメント（リスクアセスメントの手順）

リスク分析

機械類の制限
の決定

危険源の同定

リスクの見積

リスク評価
（対応策の決定）

保有 低減

回避 移転

リスク低減等の対策

移転

設備投資 運用改善
組織改革 教育訓練
マニュアル作成など
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リスク低減の手順（労働安全衛生規則）

（1）本質的対策（本質的安全設計）JIS B 9700: 2013 （ISO 12100: 2010 ）

最初に設計・計画段階で方法や設備を見直すことである、すなわち本質的対策を講ずることである。
例えば、リスクのある作業を見直し別の作業に変更するとか、設備を自動化して人の接触をなくしたりす
るとか、無害な材料に変更したりするとかである。

（2）工学的対策（安全防護の実施、付加保護の実施）

防護柵を設置して人が接触しないように隔離すること（隔離の原則）、または安全装置を取り付け
て人が近づいたら機械が停止するインターロックの設置（停止の原則）といった工学的対策を講ずるこ
とである。

（3）管理的対策（使用情報の提供）

作業手順書や安全マニュアル（立入禁止の掲示も含む）で作業者に教育訓練を実施し、作業者
が正しく理解し、判断し、操作することで、不安全行動や不安全状態を取り除かれる。しかし、人には、
ヒューマンエラーがつきまとうので、ヒューマンエラーの防止対策が必要となる。

（4）保護具の使用

（1）～（3）の対策でリスクを除去・低減できなかった場合の最後の手段として、保護帽、安全靴、
保護衣、保護マスクといった保護具を使用することで、身を守ることを検討する。

第1章 第3節
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安全基準（機械による危険の防止）（安衛則）

安衛則 第2編 安全基準
第1節 一般機械

表題 箇条 低減の手段

① 原動機、回転軸等による危険の防止 第101条 本質安全

② ベルトの切断による危険の防止 第102条 本質安全

③ 動力遮断装置 第103条 付加保護

④ 運転開始の合図 第104条 使用情報提供

⑤ 加工物等の飛来による危険の防止 第105条 付加保護

⑥ 切削屑の飛来等による危険の防止 第106条 付加保護

⑦ 掃除等の場合の運転停止等 第107条 使用情報提供

⑧ 刃部の掃除等の場合の運転停止等 第108条 使用情報提供

⑨ ストローク端の覆い等 第108条の２ 本質安全

⑩ 巻取りロール等の危険の防止 第109条 付加保護

⑪ 作業帽等の着用、手袋の使用禁止 第110条、第111条 保護具

第1章 第3節
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リスクの見積り（例：可算法）

[負傷又は疾病の重篤度]

• 3—死亡、極めて重大（永久的損傷、休業災害1か月以上、腕・足の切断、重症中毒）

• 2—重大（休業災害1か月未満）

• 1—軽微（不休災害やかすり傷）

[発生の可能性]

• 3—確実又は可能性が極めて高い（よほど注意しないと負傷する又は疾病になる）

• 2—可能性がある（注意していないと負傷する又は疾病になる）

• 1—ほとんどない（注意していなくてもほとんど負傷しない又は疾病にならない）

[リスクの見積もり（［負傷又は疾病の重篤度]+[発生の可能性]と加算した数値）

• 6—直ちに解決すべき問題がある

• 5—重大な問題がある

• 4—かなり問題がある

• 3—多少問題がある

• 2—問題は少ない

第1章 第3節
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リスクアセスメントチェックシート例

第1章 第3節
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リスクアセスメント記録表

リスクアセスメント対象事業場

実施年月日

実施管理者

実施者

①頻度（作業者が、危険性・有害性に近づく頻度）
頻度 点数 内容の目安

頻繁 ４ １０回程度に１回

時々 ２ ５０回程度に１回

ほとんどない １ １００回程度に１回

②可能性（作業者が、危険性・有害性に近づいた時に、けがや疾病となる可能性）

可能性 点数 内容の目安

極めて高い ６

・危険領域に手などが入らないような防護カバーなどの工学的対策を実施していない。
（危険領域に体の一部が入る（届く）ようになっている）
・非常停止装置や表示・標識類を設置していない。
・保護具などを着用していない。安全に関する基準（マニュアル）がない。

高い ４

・危険領域に手などが入らないような防護カバーなどの工学的対策を実施していない。
（危険領域に体の一部が入る（届く）ようになっている）
・保護具などを着用している。安全に関する基準（マニュアル）がある。
・安全教育をしている。

低い ２

・危険領域に手などが入らないような防護カバーなどの工学的対策を実施しているが、
隙間が大きいといった不備がある。（危険領域に体の一部が入る（届く）場合も想
定される）
・保護具などを着用している。安全に関する基準（マニュアル）がある。
・安全教育で保護具の着用や安全に関する基準を守らせるように指導している。

極めて低い １

・危険領域に手などが入らないような防護カバーなどの工学的対策を実施している。
（危険領域に体の一部が入る（届く）ことができないようになっている）
・保護具などを着用している。安全に関する基準（マニュアル）がある。
・安全教育で保護具の着用や安全に関する基準を守らせるように指導している。

③重篤度（危険性・有害性によって発生する、けがや疾病の重篤度）
重篤度 点数 内容の目安

致命傷 １０ 死亡や永久的労働不能に繋がるけが

重症 ６ 長期療養を要するけがおよび障害の残るけが

軽傷 ３ 休業災害および不休災害（いずれも完治可能なけが）

微傷 １ 手当後、直ちに元の作業に戻れる軽微なけが

④リスクレベル（頻度＋可能性＋重篤度＝点数）
点数 リスクレベル リスク低減措置の優先度

１２～２０ Ⅳ 直ちに中止または改善する

９～１１ Ⅲ 優先的に改善する

６～８ Ⅱ 計画的に改善する

５以下 Ⅰ 残留リスクに応じて教育や人材配置をする

1. 作業別 2. 工具、機械設備名 3. 危険性・有害性により発生のおそれのある災害 4. 既存の災害防止対策

5. リスクの見積もり

6. リスク低減措置案

7. 措置実施後の想定
リスクの見積もり

8. 備考
（残留リスクへの対応について）

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

頻
度

可
能
性

重
篤
度

合
計
点
数

リ
ス
ク

頻
度

可
能
性

重
篤
度

合
計
点
数

リ
ス
ク
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第4節
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ISO12100
リスクアセスメント

制御システムの安全関連部の設計、検証手順

第1章 第4節
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リスクアセスメントの開始

機械類の制限の決定

危険源の同定

リスクの見積り

リスクの評価

リスクは適切
に低減された
か？

危険源に対する
リスク低減プロセス

1．本質安全設計方策
2．安全防護・付加保護方策
3．使用上の情報

① 選択した保護
方策は制御シス
テムによるか？

他の危険源
が生じるか？

終了

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

ISO13849-1、2
制御システムの安全関連部（SRP/CS）の設計のための反復プロセス

② SRP/CSsによって実行される安全機能を同定

③ 各安全機能に対して要求特性を指定

④ 各安全機能に対してPLrを決定

⑤ 安全機能の設計および技術的実現性
安全機能を実行する安全関連部を特定

⑥ 次を考慮してPLを見積もる
カテゴリ、MTTFd、DC、CCF、もしあれば、上記安全関

連部のソフトウェア

⑦ 安全機能に対する
PLの検証 PL≧PLr

⑧ 妥当性確認：
すべての要求事項に適合

するか？

⑨ すべての安全機能を
分析したか？

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

この節では制御システムの安全関連部の設計手順について説明する。ISO 12100ではリスクアセスメント及びリスク低減プロセスを
実施するが、リスク低減プロセスの保護方策が制御システムによる場合に下図黄色枠のISO 13849-1、2で示される制御システムの
安全関連部（SRP/CS）の設計のための反復プロセスを実施する。下図赤枠の①～⑨のプロセスを次ページ以降で説明していく。

制御システムの安全関連部については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。
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ü① 選択した保護方策は制御システムによるか？
「選択した保護方策は制御システムによるか？」で「はい」を選択す

ると、「制御システムの安全関連部（SRP/CS）の設計のための反
復プロセス」を実施することになる。右図のように安全防護物として
ガードなどで保護方策を行う場合にはこのプロセスを行う必要はない。
安全防護物として保護装置、付加保護方策として非常停止などを用
いた場合にこのプロセスを実施する。 囲いガード

（チェーンカバーなど） 距離ガード（柵など） 距離ガード（柵など）

ü② SRP/CSsによって実行される安全機能を同定
SRP/CSによって実行される安全機能を同定する。SRP/CSは制御システムの安全関連部のことである。第3章付録1：用語解

説「機能安全編」にも解説があるが、SRP/CSはPLCなどの機能部と分離する必要がある。機能部から分離されたSRP/CSは安全
機能のみを実行する。

SRP/CSによって実行される安全機能は通常1つの設備（機械）に複数個存在する。このプロセスでは、複数個存在する安全機
能が、それぞれどのような安全機能なのかを同定する。下図に安全機能の例を示す。

例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能
レーザスキャナで人体を検出するとロボットは保護
停止状態になり停止し、リセット釦が押されるまで停
止指令を維持する。

例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能
非常停止釦を押すとロボットは非常停止状態にな
り停止する。非常停止釦をターンリセットするまで非
常停止状態を維持する。

例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能
非常停止釦を押すとロボットのエアハンドは非常停
止状態になり停止する。非常停止釦をターンリセット
するまで非常停止状態を維持する。

レーザスキャナ

リセット釦

ロボット

非常停止釦
リセット

保護停止

非常停止

ロボット

非常停止釦

非常停止

エアハンド

例2、例3で示すように同じ非常停止釦が押された場合でも非常停止状態にする対象が異なることで違う安全機能になる。
別の言い方をすると、保護方策と危険源の組み合わせの数と同じ数だけ安全機能が存在しうることになる。
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ü③ 各安全機能に対して要求特性を指定
各例の安全機能に対して要求特性を指定する。例1は「レーザスキャナによるロボットの停止機能」であるが、リセット釦が押される

まで停止指令を維持するための特性として、安全関連停止機能以外に手動リセット機能も追加をしている。下表に各安全機能に対
する特性を示す。特性の詳細についてはISO 13849-1の箇条5を参照のこと。

安全機能 安全機能、特性

例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能
安全防護物によって始動する安全関連停止機能

手動リセット機能

例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能 非常停止機能

例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能 非常停止機能

例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能 例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能 例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能

ü④ 各安全機能に対してPLrを決定
各安全機能に対してPLr（要求パフォーマンスレベル）を決定する。例には3つの安全機能があるので、各安全機能に対してPLr

を決定する。PLrはリスクグラフ法で危険源に対するリスク（危害のひどさと発生確率の組合せ）から決定する。このリスクグラフは
ISO 13849-1に記載されているが、ISO/TR 14121-2に記載されるリスクグラフから「危険事象の発生確率」を除いたグラフと
同じものになる。なので、ISO/TR 14121-2のリスクグラフを使用してリスクアセスメントを行えば、リスクアセスメントと同時にPLr
を決定することが可能になる。PLrの区分はa～eの5区分ありaが最も低く、eが最も高くなっている。リスクが高ければ高いPLrを指
定することになる。各例のPLrは下図に示すように例1がd、例2がd、例3がbとなった。
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ü⑤ 安全機能の設計および技術的実現性
安全機能を実行する安全関連部を特定

V安全機能の設計および技術的実現性
ここからがSRP/CSの設計プロセスになる。まずはどのような技術、機器を用いればPLrを達成できるのかを考察する。ここまでの

プロセスで入力（レーザスキャナ、非常停止釦）に対しての危険源（ロボット、エアハンド）が分かっている。また、例1～3のPLrが
分かっており、例1、例2のPLrはd、例3のPLrはbが必要であることが分かっている。例3のPLrはbとなっているが、非常停止の規
格、ISO13850では非常停止のPLrは最低条件をcと規定しているので、例3のPLrはcとする。

まだ説明していないが、安全機能に対して「⑦ 安全機能に対するPLの検証」でPL（パフォーマンスレベル）≧PLr（要求パフォー
マンスレベル）を達成しなければならない。下図赤塗部分がPLd、青塗部分がPLcの範囲になり、これを達成する必要があり赤枠、
青枠で示すカテゴリであればPLd、PLcの達成が可能である（カテゴリ2、3、4でもPLcを達成可能だがコストがアップするためここ
では除外とする）。例1、例2のPLdを達成するためにはカテゴリB、1の1重系のシングルチャンネルでは達成できないことが分かる。
また、例3のPLcを達成するにはカテゴリ1のシングルチャンネルで十分であることもわかる。ISO13849-1ではPLdにはカテゴリ3、
PLcにはカテゴリ1を推奨しているので、PLdはカテゴリ3、PLcはカテゴリ1とする。

カテゴリB
DCavgなし

1

2

3

カテゴリ1
Dcavgなし

カテゴリ2
DCavg低

カテゴリ2
DCavg中

カテゴリ3
DCavg低

カテゴリ3
DCavg中

カテゴリ4
DCavg高

PL

a

b

c

d

e

図5-カテゴリ、DCavg、各チャンネルのMTTFdとPLとの関係

PL：パフォーマンスレベル
1：各チャンネルのMTTFd=“低”
2：各チャンネルのMTTFd=“中”
3：各チャンネルのMTTFd=“高”

PLdを
達成可能

PLcを
達成可能

カテゴリ以外では例1で示す停止
指令の維持、例2、3で示すように1つ
の非常停止釦でロボットとエアハンド
を非常停止状態にする必要があり、
このために入力機器以外に何らかの
論理機器、出力機器が必要となる
ことが分かる。

PL（パフォーマンスレベル）及びカ
テゴリに関しては、第3章付録1：用
語解説「機能安全編」も参照のこと。
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¸ PL
PL

V 1
Å
Å
Å PLd 3

V 2 3 /
Å2
Å
Å
Å PLd 3
Å PLd 3
Å PLc 1

1 I 3 3

- N/A

L 4 2 3 4

O 3 4

2 3 I 3 4 2

L 4 2 3 4

O 3 4

O 1
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V安全機能を実行する安全関連部を特定
PLrを達成するための条件で選定した機器を使用してSRP/CS内の回路を構成する。例1、2、3の回路構成を下図に示す。

I （入力機器）

例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能
レーザスキャナで人体を検出するとロボットは保護停止状態になり、リセット釦が押されるまで停止指令を維持する。

L （論理機器） O （出力機器）

レーザスキャナ 安全リレーユニット① ロボットコントローラ マニピュレータ

リセット釦

例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能
非常停止釦を押すとロボットは非常停止状態になり停止する。非常停止釦をターンリセットするまで非常停止状態を維持する。

I （入力機器） O （出力機器）

非常停止釦 ロボットコントローラ マニピュレータ

L （論理機器）

安全リレーユニット②

エアハンド

O （出力機器）

例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能
非常停止釦を押すとロボットのエアハンドは非常停止状態になり停止する。

非常停止釦をターンリセットするまで非常停止状態を維持する。
ソレノイドバルブ

2重化
配線

2重化
配線

（ カテゴリ3 ） （ カテゴリ4 ）

OSSD1

OSSD2

2重化
配線

（ カテゴリ4 ）

2重化
配線

（ カテゴリ4対応 ）

（ カテゴリ1）

機能部からの
ハンド開閉指令

1重化
配線

非常停止入力

保護停止入力

（ カテゴリ3、4 ）

（ カテゴリ3、4 ）
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¸ 安全ブロック図
例1～3で示す各安全機能を安全ブロック図を用いて表す。最終的には、各安全機能のPL（PFHd）を求めたいので入力、

論理、出力などの順番は計算上は関係がなく、例3の「サブシステムの組みなおし」に示すように論理の順番を組みなおし、入力と
出力を1つのサブシステムとして計算しても問題はない。各サブシステムのPFHdを求め各サブシステムのPFHdを足すことで安全
機能のPFHdを計算することができる（実際にはカテゴリ、DC、CCFも関連する）。

今回はサブシステムの組みなおしは行わず各機器をサブシステムとして、各機器のカテゴリ、PL、PFHdを見積もり最終的に各
安全機能のカテゴリ、PL、PFHdを見積もる手法をとる。

PFHd、サブシステムの詳細については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。

レーザ
スキャナ

安全リレー
ユニット①

ロボット
コントローラ

非常停止 CH1
安全リレー
ユニット①

ロボット
コントローラ

非常停止 CH2

安全リレー
ユニット②

ソレノイドバルブ

例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能

例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能

非常停止 CH1

非常停止 CH2

例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能

入力 論理 出力

入力 論理 出力

ソレノイドバルブ

非常停止 CH1

非常停止 CH2

安全リレー
ユニット②

入力 論理
出力

入力 論理
出力

サブシステムサブシステム サブシステム

サブシステムサブシステム サブシステム

サブシステムサブシステム サブシステム サブシステム サブシステム

サブシステム
の組みなおし
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VNop（年間の平均運転回数）の見積もり
一覧表赤枠で示しているデータはB10dになっておりMTTFdが分からない。MTTFdを計算したいのでB10dからMTTFdを計算

する。MTTFdを計算するにあたり、Nop（年間の機器の平均運転回数）が必要になる。Nopを決めるにあたり、Tcycle（コン
ポーネントの使用サイクル）、Hop（1日あたりの平均運転時間）、Dop（1年当たりの運転日数）を仮定する必要がある。今回
は非常停止釦は8時間（28,800秒）に1回操作すると仮定する。ソレノイドバルブは自動運転中毎サイクル動作するので1分
（60秒）に1回操作（動作）すると仮定する。Hopは2直稼働として16h/日を仮定し、Dopは休日を考慮に入れ250日/年と仮
定する。Nopは次式で与えられ、計算の結果は非常停止釦のNopは500回、ソレノイドバルブでは240,000回になる。

Nop（年間の平均運転回数）の計算方法の詳細については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。

I （入力機器） L （論理機器） O （出力機器）

例 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ

例1
レーザスキャナ
（メーカより）

カテゴリ3
PLd
PFHd：1.4×10^ -7

安全リレーユニット①
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット保護停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例2
非常停止釦
（メーカより）

カテゴリ4対応
B10d：100,000 回

安全リレーユニット②
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット非常停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例3
ソレノイドバルブ
（メーカより）

カテゴリ1
B10d：20,000,000 回

⑥ 次を考慮してPLを見積もる
カテゴリ、MTTFd（平均危険側故障時間）、DC（診断範囲）、CCF（共通原因故障）、もしあれば、上記安全関連部のソ
フトウェア

下表にメーカから取得したSRP/CSに使用される各機器のカテゴリ、及び信頼性データの一覧を示す。一覧表記載のB10d
（10パーセント危険側故障回数）、MTTFd（平均危険側故障時間）、PFHd（1時間当たりの危険側故障発生の平均確
率）の詳細については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。

Nop（非常停止釦）=DopxHopx3,600/Tcycle=250（日/年）×16（h/日）×3,600（s）/28,800（s）=500回
Nop（ソレノイドバルブ）=DopxHopx3,600/Tcycle=250（日/年）×16（h/日）×3,600（s）/60（s）=240,000回
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VMTTFd（平均危険側故障時間）の見積もり

MTTFd（平均危険側故障時間）は次式のようにB10dとNopから計算できる。MTTFdを計算したのちMTTFdを低、中、高に分類
する。MTTFd（平均危険側故障時間）の計算方法の詳細については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。

MTTFd=B10d/（0.1xNop）

非常停止釦のB10dは100,000回、Nopは500回なので代入すると、以下となる。

MTTFd（非常停止釦）=B10d/（0.1xNop）=100,000（回）/（0.1×500（回））=2,000（年）

規格上各チャンネルのMTTFdは100年までに制限されているので（安全機能のカテゴリが4の場合のみ2,500年までの制限で計
算することも可能）、2,000年は100年に制限され非常停止釦のMTTFdは100年（高）となる。

同様にソレノイドバルブのB10dは20,000,000回、Nopは240,000回なので代入すると、以下となる。

MTTFd（ソレノイドバルブ）=B10d/（0.1xNop）=20,000,000（回）/（0.1×240,000（回））=833（年）

非常停止釦同様、規格上各チャンネルのMTTFdは100年までに制限されているので、833年は100年に制限されソレノイドバルブ
のMTTFdは100年（高）となる。

I （入力機器） L （論理機器） O （出力機器）

例 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ

例1
レーザスキャナ
（メーカより）

カテゴリ3
PLd
PFHd：1.4×10^ -7

安全リレーユニット①
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット保護停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例2

非常停止釦
（メーカより）

カテゴリ4対応
MTTFd：100年（高）
DC：??%
CCF：??点

安全リレーユニット②
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット非常停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例3
ソレノイドバルブ
（メーカより）

カテゴリ1
MTTFd：100年（高）
DC：??%
CCF：??点

一覧表のB10dをMTTFdに置き換えると下記一覧表になる。
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VDC（診断範囲）の見積もり

B10dとNopからMTTFdを見積ったが、次はDC（診断範囲）を見積る必要がある。DCはISO 13849-1の附属書E「表E.1
診断範囲（DC）の見積り」から方策を選択しDCが何パーセントかを決定し低、中、高に分類する。

DC（診断範囲）の詳細については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。

I （入力機器） L （論理機器） O （出力機器）

例 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ

例1
レーザスキャナ
（メーカより）

カテゴリ3
PLd
PFHd：1.4×10^ -7

安全リレーユニット①
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット保護停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例2

非常停止釦
（メーカより）

カテゴリ4対応
MTTFd：100年（高）
DC：??%
CCF：??点

安全リレーユニット②
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット非常停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例3
ソレノイドバルブ
（メーカより）

カテゴリ1
MTTFd：100年（高）
DC：??%
CCF：??点

¸ 非常停止釦のDCの見積もり
当然だが非常停止釦自身には接点しかないので自己診断機能はない。非常停止釦のような機械的接点部品の入力装置のDC

見積もりに関しては次の2つのアプローチが考えられる。
① ISO 13849-2の障害の除外を適用する。

障害の除外を適用した場合には非常停止釦は危険側故障しない前提になる。
② 安全リレーユニット②により非常停止釦が診断される。

ISO 13849-1の附属書E「表E.1診断範囲（DC）の見積り」の入力装置の項目「入力信号及び論理（処理）
（L）内の中間結果の相互監視」を選択しDCを99%とする。

今回は安全リレーユニットメーカに確認し②が確認できたので、DCを99％（高）とし、高DCが確定したことにより非常停止釦を
カテゴリ4と確定する（カテゴリ4は高DCが必要）。

¸ ソレノイドバルブのDCの見積もり
ソレノイドバルブはカテゴリ1のシングルチャンネルなのでソレノイドバルブの診断は行っておらずDCはない（None）。
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VDCavg（平均診断範囲）の見積もり
安全ブロック図の例3に示した、サブシステムの組みなおしを行った場合には1つのサブシステム内に複数の機器があるためサブシス

テムのDCavg（平均診断範囲）を見積もる必要がある。今回は各機器をサブシステムとして見積もっているのでDCavg（平均診
断範囲）を見積もる必要はない。

I （入力機器） L （論理機器） O （出力機器）

例 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ

例1
レーザスキャナ
（メーカより）

カテゴリ3
PLd
PFHd：1.4×10^ -7

安全リレーユニット①
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット保護停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例2

非常停止釦
（メーカより）

カテゴリ4
MTTFd：100年（高）
DC：99%（高）
CCF：65点

安全リレーユニット②
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット非常停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例3
ソレノイドバルブ
（メーカより）

カテゴリ1
MTTFd：100年（高）
DC：None
CCF：None

VCCF（共通原因故障）の見積もり
機器のメーカから信頼性データとしてPLまたはCCFが取得できる場合とカテゴリB、1で示されるシングルチャンネルの場合を除き

CCFを見積る必要がある。CCFは合計点が65点以上になる必要がある。下図赤枠に見積もりが必要な機器を示す。本例の非常
停止釦ではCCFを見積った結果、65点あった事とする。ソレノイドバルブに関してはシングルチャンネルのため、CCFはなし（None）
とする。

DCavg（平均診断範囲）とCCF（共通原因故障）の詳細については第3章付録1：用語解説「機能安全編」を参照のこと。
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VPL（パフォーマンスレベル）の見積もり
¸ 機器のPL（PFHd）の見積もり

ここまででPL（PFHd）が分かっていない機器は非常停止釦とソレノイドバルブのみである。この2つの機器に対してPL
（PFHd）を見積もる。「⑤ 安全機能の設計および技術的実現性」記載の「図5-カテゴリ、DCavg、各チャンネルのMTTFdとPL
との関係」をみれば大まかなPLは分かるが、PFHdまでは分からない。ISO 13849-1の附属書Kに「表K.1-図5の数値」があるの
で、この表からPL（PFHd）を見積もる。PLはカテゴリ、MTTFd、DCを用いて表より見積もる。

Å非常停止釦のPL（PFHd）の見積もり
表よりカテゴリ4、MTTFd：100年（高）、DC：99%（高）は、PLe、PFHd：2.47×10^-8になる。

ÅソレノイドバルブのPL（PFHd）の見積もり
表よりカテゴリ1、MTTFd：100年（高）、DC：Noneは、PLc、PFHd：1.14×10^-6になる。

I （入力機器） L （論理機器） O （出力機器）

例 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ

例1
レーザスキャナ
（メーカより）

カテゴリ3
PLd
PFHd：1.4×10^ -7

安全リレーユニット①
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット保護停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例2

非常停止釦
（メーカより）

カテゴリ4
MTTFd：100年（高）
DC：99%（高）
CCF：65点
↓
カテゴリ4
PLe
PFHd：2.47×10^ -8

安全リレーユニット②
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット非常停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例3
ソレノイドバルブ
（メーカより）

カテゴリ1
MTTFd：100年（高）
DC：None
CCF：None
↓
カテゴリ1
PLc
PFHd：1.14×10^ -6
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¸ 各安全機能のPL（PFHd）の見積もり
各安全機能に対するPL（PFHd）を見積もる。各安全機能のカテゴリはサブシステムの中で一番低いカテゴリが適用される。また、

直列システムのシステムとしてのPFHdは各サブシステムのPFHdの足し算を行うことで求めることができる（第3章付録1：用語解
説「機能安全編」も参照）。

Å例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能のPL（PFHd）の見積もり
カテゴリ3
PFHd=1.4×10^-7+5.1×10^-8+9.09×10^-9=1.4×10^-7+0.51×10^-7+0.0909×10^-7≒2.0×10^-7
PLd（ISO 13849-1の附属書Kより）

Å例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能のPL（PFHd）の見積もり
カテゴリ4
PFHd=2.47×10^-8+5.1×10^-8+9.09×10^-9=2.47×10^-8+5.1×10^-8+0.909×10^-8≒8.5×10^-8
PFHd（カテゴリ4、MTTFdを2500年までに制限した場合）≒6.1×10^-8
PLe（ISO 13849-1の附属書Kより）

Å例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能のPL（PFHd）の見積もり
カテゴリ1
PFHd=2.47×10^-8+5.1×10^-8+1.14×10^-6=0.0247×10^-6+0.051×10^-6+1.14×10^-6≒1.2×10^-6
PLc（ISO 13849-1の附属書Kより）

I （入力機器） L （論理機器） O （出力機器）

例 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ 機器名称 信頼性データ

例1
レーザスキャナ
（メーカより）

カテゴリ3
PLd
PFHd：1.4×10^ -7

安全リレーユニット①
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット保護停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例2

非常停止釦
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：2.47×10^ -8

安全リレーユニット②
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：5.1×10^ -8

ロボット非常停止機能
（メーカより）

カテゴリ4
PLe
PFHd：9.09×10^ -9

例3
ソレノイドバルブ
（メーカより）

カテゴリ1
PLc
PFHd：1.14×10^ -6
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ü⑦ 安全機能に対するPLの検証 PL≧PLr
各安全機能に対するPL≧PLrを検証する。下記に示すようにすべての安全機能でPL≧PLrを達成している。

例 PL PLｒ PL≧PLｒ

例1：レーザスキャナによるロボットの停止機能 d d 達成

例2：非常停止釦によるロボットの非常停止機能 e d 達成

例3：非常停止釦によるハンドの非常停止機能 c c 達成

ü⑧ 妥当性確認：すべての要求事項に適合するか？
妥当性確認に関しては、ISO 13849-2「機械類の安全性 -制御システムの安全関連部- 第2部：妥当性確認」を確認してい

ただきたい。

ü⑨ すべての安全機能を分析したか？
今回の説明では例1～3の3つの安全機能しかない前提で行っているので、3つすべての安全機能を分析した。以上で「制御システ

ムの安全関連部（SRP/CS）の設計のための反復プロセス」は終了になる。

ü SISTEMAについて
本節では説明の為手計算でPLの見積もりを行った

が、ドイツIFAが無償で提供しているSISTEMAとい
うソフトウェアを使用して計算することもできる。コンポー
ネントメーカがSISTEMA用に信頼性データをライブ
ラリとして公開しているので、SISTEMAの使い方を習
得すれば信頼性データを簡単に取得でき煩雑な計算
を行わずにPLの見積もりができ、レポートの作成もで
きる。

SISTEMAの詳細については第3章付録1：用語
解説「機能安全編」を参照のこと。
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リスクアセスメントの実施例

第2章
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ÂISO10218-2で要求されるリスク低減のプロセス

機械類の制限の決定

危険源の同定

リスクの見積り

リスクの評価

全て許容可能
なリスク？

他の危険源
を生じる？

本質的安全設計方策

安全防護/付加保護方策

使用上の情報の提供

協働ロボットシステム全体の仕様

リスク低減方策

リスクアセスメント

（3ステップメソッド）

機械の設計又は運転特性を変更。

残存リスクから人を保護するための安全防護物の使用。

ユーザへの機械危険情報の提供。

使用上/空間上/時間上/その他の制限を決定。

同定された危険源すべてに対してリスクを見積もる。
「リスク＝危害の程度×発生確率」のマトリクスなど。

目標レベルと比較し、リスク低減策の必要性を評価。

OK

NG

Yes

No
文書化
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本書での説明範囲

必要ドキュメントと工程の関係を示す。本書ガイドラインでは妥当性検証の一部までを説明する。

# ドキュメント名称 必要事項

工程

（a）
リスクアセスメント

（b）
妥当性検証

（c）
ドキュメント確認

（d）
チェックリストエビデン

ス検証

（e）
エビデンス作成適用宣

言書作成

1 レイアウト図 人の移動、ロボットの動作制限を含む

2 ワーク、機器仕様書 柵を含むワーク、機器仕様書

3 システム構成図
システム構成図及びシステム構成部品に対
する動力源（危険源）一覧
危険源の設置場所及び設置条件

4 部品一覧 システム構成を補完する部品の一覧

5 作業工程
全ての作業工程の説明及び動画
（正常時/異常時/ティーチング他）

6 ロボットの安全設定
動作範囲の制限等の設定情報及び
安全に関するソフトウェアまたは文書

7 安全機器一覧
安全機器一覧と信頼性データ
設置条件、適合規格

8 安全機器の機能ブロック図安全機器の接続情報の詳細

9 使用上の注意事項 掲示する注意事項

10 手順書 作業手順書等

11 安全に関する社内ルール 特別記載しなくても守られるルール

第2章
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リスクアセスメントの実施例

実施例1 製品箱のパレット積上

第2章 実施例1
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実施例1．製品箱のパレット積上

<案件概要>
協働ロボットによる

製品箱のパレット積上（パレタイジング）

<機器>
・協働ロボット：安川電機MOTOMAN-HC10DTP

ロボットコントローラYRC1000 micro
・ハンド：シュマルツ
・セーフティレーザスキャナ：IDEC
・コンベア：既設

<ワーク> [mm]
・パレットサイズ：1100（縦）×1100（横）×100（高さ）
・製品箱：200×150×100、5Kg

<正常工程>
・パレット設置：通路からパレットを設置
・装置起動：ロボット稼働領域の外にある制御盤から操作
・製品積込：コンベアの既定位置に到着した製品箱をパレット

に指定の向きで積込
・積込完了：指定段数を積み込むと、表示灯で完了通知
・終了処理：制御盤から電源断

<異常時工程>
・製品箱の積み落とし

第2章 実施例1
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実施例1．製品箱のパレット積上

<レイアウト>

パレット

コンベ
ア1

コンベ
ア2 人の活動エリア

人の活動エリア

作
業
台

安全制御盤
操作ボックス

パレット
搬入路

第2章 実施例1
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実施例1．製品箱のパレット積上

<運用手順>
●自動運転開始

No. 作業内容 作業手順 安全のポイント・確認事項

1

安全確認

周囲の安全を確認
周囲に人がいないか
不要なものが置かれていないか

2 ロボット起動前確認
目視により外観上異常がないか
姿勢は初期位置になっているか
ロボットの電源ＯＦＦを確認

3 運用前の安全機器の確認
非常停止ボタン・スキャナ確認
配線に異常はないか

4

前処理

作業台の移動 既定の場所に置く

5 操作ボックスおよびスイッチボックスの移動
既定の場所に置く
安全防護空間外に設置

6

起動

制御装置の電源ON または
スイッチボックスの電源ON

ロボット稼働範囲内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源入ったか

7 圧縮空気弁 開 異音・異臭ないか、漏れはないか

8 シグナルタワー確認 シグナルタワー点灯（動作）確認

9

自動運転

スイッチボックスのボタン操作により
運転モード⇒AUTOを確認

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない

10 操作ボックスのボタンを押して自動運転開始
動作に異常ないか
非常停止ボタンをすぐ押せるか

11 あんどん、シグナルタワー確認 期待通りの点灯をしているか

第2章 実施例1
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実施例1．製品箱のパレット積上

<運用手順>
●運用中
（パレット交換時）

No. 作業内容 作業手順 安全の急所・確認事項

1

ロボット一時停止

周囲の安全を確認 安全防護空間内に入らない

2 あんどん、シグナルタワー確認 異常が発生していないか

3 操作ボックスのボタン操作により一時停止 安全防護空間外で操作する

4 シグナルタワー確認 シグナルタワー点灯（一時停止）確認

5 ロボットの停止確認 ロボットの動きが止まっているか

6 あんどん、表示札（交換中）表示開始
あんどんの表示確認
表示札：交換中を設置する

7
パレット交換

パレットを移動 既定の位置に設置したか

9 新規パレット設置 所定の位置に片付けたか

10

ロボット一時停止解除

周囲の安全を確認 他に人がいないか

11 退避 安全防護空間内にいないか

12 操作ボックスのボタン操作により動作再開
再開後の動作に異常はないか
非常停止ボタンをすぐ押せるか

13 あんどん、シグナルタワー確認
動作中の表示か
異常はないか

14 表示札（交換中）表示やめ 表示札を片付ける

第2章 実施例1

48

機械類の制限の決定STEP1



実施例1．製品箱のパレット積上

<運用手順>
●自動運転終了

No. 作業内容 作業手順 安全の急所・確認事項

1
安全確認

周囲の安全を確認 安全防護空間内に入らない

2 あんどん、シグナルタワー確認 異常が発生していないか

3

ロボット停止

操作ボックスのボタン操作により停止 安全防護空間外で操作する

4 あんどん、シグナルタワー確認 表示が停止になっているか

5 停止確認 ロボットが止まっているか

7
制御装置の電源OFFまたは
スイッチボックスの電源OFF

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源切れたか

8 圧縮空気弁 閉 異音・異臭ないか、漏れはないか

9

後処理

トレイ片付け ロボットの電源は落ちているか

10 作業台の移動 既定の場所に置く

11 操作ボックスおよびスイッチボックスの移動 既定の場所に置く

第2章 実施例1
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実施例1．製品箱のパレット積上

<運用手順>
●メンテナンス時

※本シナリオは動作中からの開始

No. 作業内容 作業手順 安全の急所・確認事項

1 作業内容確認 メンテナンス手順書の確認
作業関係者で作業内容・手順について情報共有
できているか（作業は１名で実施）

2

ロボット停止

操作ボックスのボタン操作により停止 安全防護空間外で操作する

3 あんどん、シグナルタワー確認 表示が停止になっているか

4 停止確認 ロボットが止まっているか

5
安全確認

周囲の安全を確認
周囲に人がいないか
不要なものが置かれていないか

6 ロボット終了前確認 目視により外観上異常がないか

7
停止前処理

ロボットアームを原点位置へ 既定の場所に戻せたか

8 操作ボックスおよびスイッチボックスの移動 既定の場所に置く

9

ロボット停止

あんどん、シグナルタワー確認 表示が停止になっているか

10 停止確認 ロボットが止まっているか

11
制御装置の電源OFF または
スイッチボックスの電源OFF

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源切れたか

12 圧縮空気弁 閉 異音・異臭ないか、漏れはないか

13

作業準備

コンベア上のワーク、治具類を片付ける

14 教示操作盤を所定の場所おく

15 作業エリアに、「メンテナンス中」の表示札を掲げる表示札：メンテナンス中を設置する

作業エリアに、メンテナンス担当者以外が立ち入らないよ
うに柵（三角コーン、プラチェーン）等で囲む16

17
機材準備

操作ボックスおよびスイッチボックスの移動 既定の場所に置く

18 ハンドの準備 既定の場所に置く

19

起動

制御装置の電源ONまたは
スイッチボックスの電源ON

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源入ったか

20 ロボット動作状態をLED確認 ロボットのLEDが緑か

21 シグナルタワー確認 シグナルタワー点灯（動作）確認

22 非常停止機能 非常停止ボタンを押し確認
すべての非常停止ボタンについて実施
サーボ電源表示ランプ消灯も確認

23 メンテナンス準備ロボットの姿勢を交換姿勢に移動

24

ロボット停止

あんどん、シグナルタワー確認 表示が停止になっているか

25 停止確認 ロボットが停止しているか

26
制御装置の電源OFFまたは
スイッチボックスの電源OFF

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源切れたか

27
メンテナンス
作業

メンテナンス担当者がメンテナンス中安全監
視を行う

メンテナンス担当者が安全監視を兼務
する

28 ハンド（その他部品）の交換
配線・配管類に異常がないか、規定の
トルクで締め付けたか

29

起動

制御装置の電源ONまたは
スイッチボックスの電源ON

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源入ったか

30 ロボット動作状態をLED確認 ロボットのLEDが緑か

31 シグナルタワー確認 シグナルタワー点灯（動作）確認

32 圧縮空気弁 開 異音・異臭ないか、漏れはないか

33

動作確認

スイッチボックスのボタン操作により
運転モード⇒T1に変更

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
切替変わったか、異常はなかったか

34
教示操作盤のボタン操作によりハンドの動
作を確認する

ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか
異常なく動作したか

35
スイッチボックスのボタン操作により
運転モード⇒AUTOに変更

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
切替変わったか、異常はなかったか

36

ロボット停止

操作ボックスのボタン操作により停止 安全防護空間外で操作する

37 あんどん、シグナルタワー確認 表示が停止になっているか

38 停止確認 ロボットが停止しているか

39
停止前処理

ロボットアームを原点位置へ 既定の場所に戻せたか

40 操作ボックスおよびスイッチボックスの移動既定の場所に置く

41
電源断

制御装置の電源OFF または
スイッチボックスの電源OFF

安全防護空間内に入らない
ロボットから目を離さない
異音・異臭ないか、電源切れたか

42 圧縮空気弁 閉 異音・異臭ないか、漏れはないか

43

作業終了

作業後、柵（三角コーン、プラチェーン）
等の囲いを撤去する

44
作業エリアの、「メンテナンス中」の表示札を
片付ける

表示札：メンテナンス中を片付ける

45
メンテナンス担当者は、周辺の安全を確認
し、メンテナンス作業を終了する

第2章 実施例1
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実施例1．製品箱のパレット積上

<機械類の制限仕様>

第2章 実施例1
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項 目 機械の制限仕様等

機械設備の名称 製品箱のパレット積上（パレタイジング）

機械設備を使用する目的、用途 製品積込：コンベアの既定位置に到着した製品箱をパレットに指定の向きで積込

機械設備のライフサイクル段階
安全確認、前処理、起動、自動運転、ロボット停止、後処理
ロボット一時停止、パレット交換、ロボット一時停止解除

・予見される誤使用
・機能不良に伴う人の行動
・制限仕様に基づく人と機械設備の関わり合い

１ パレットを交換でロボットに接近してアームと接触
２ コンベアの製品確認でロボットに接近してアームと接触
３ 非常停止ボタンを押した際、ワークがハンドから外れ飛ぶ
４ 製品箱が落下した際に作業員が拾う為にロボットに接近してアームと接触

ロ
ボ
ッ
ト
の
主
な
仕
様

製品型式 MOTOMAN-HC10DTP

設計寿命 10年（消耗部品は除く）

構成部品の交換間隔 定期点検周期1年

電源容量（ｋVA） 1.0kVA

運転方式（モード） 自動．手動

最大リーチ 1379mm

先端位置最大速度
協働運転モード：1000mm/sec
通常運転モード：2000mm/sec

製品寸法（縦×横×高さ） 製品箱：200×150×100mm

製品質量（ｋｇ） 製品箱：5Kg

設置条件（温度、湿度等） 屋内、温度0℃～40℃、湿度20～80％

危
害
の
対
象
者

運転員 資格の要否 資格不要、教育受講者のみ操作可能

周辺の作業員 教育受講者のみ操作可能

サービス員
（補給、保全）

資格の要否 資格要

第三者 機械設置の工場内の立ち入り禁止、操作禁止

機械類の制限の決定STEP1



実施例1．製品箱のパレット積上

<危険源の同定>

危険源 機械的 材料

No.

構成要素

動
力
（
挟
ま
れ
等
）

重
量
物

滑
り
・
躓
き
・
墜
落

そ
の
他
（
切
創
等
）

電
気
的

熱
的

騒
音

振
動

放
射

有
害
物
質

爆
発
・
火
災

人
間
工
学

環
境

備考

1 ロボットアーム（エンドエフェクタを含む） 協働ロボット

2 ロボット制御装置 安全制御盤に電源プラグAC100Vを接続

3 架台

4 安全制御盤 ロボット制御装置への電力を供給、安全リレー

5 タブレットTP/操作ボックス ロボットの教示盤、イネーブル装置、非常停止ボタン

6 操作ボックス 非常停止ボタン、開始ボタン

7 コンベア ワークのピッキング用の作業台

8 パレット ワークの搬送用台車、キャスターとストッパ

9 ワーク 製品箱、エアハンドで吸着把持

10 あんどん・表示灯（シグナルタワー） 自動運転で点灯、表示札は作業ごとに人手で変更

11 空気圧（空気弁） 工場共通の空気弁から供給

12 

13 
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＜リスク分析の手法例＞
ブレーンストーミング的に考えられるリスクを洗い出す

危険源の同定STEP2

第2章 実施例1

実施例1．製品箱のパレット積上
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Ṯ ṯ
Å この事例ではリスクグラフ法を使ってリスクを見積もる
Å 危害のひどさと頻度・時間と発生確率、回避性を数値化するための基準を決める

STEP3

第2章 実施例1

■危害のひどさ：S
重篤：S3 ＝ 致命傷（死亡）、身体に後遺障害（欠損、機能障害）を伴うもの
休業：S2 ＝ 休業を必要とする傷害。肢の骨折や縫合を必要とする傷害、後遺障害が残らない筋骨格障害
不休：S1 ＝ 軽微な傷害（通常は回復可能）。こすり傷、裂傷、挫傷、応急処置を要する軽い傷

■頻度・時間：F
ライン作業：F3 ＝ ライン作業。サイクル毎に作業者が製品・部品をセットしたり取り出したりする作業
段取り作業：F2 = 段取り作業。定期的なツールの交換や補給品の供給・交換、清掃・消毒など
保全作業他：F1 = 保全作業等。機械の修理や点検、不定期の清掃・消毒など

■回避性：A
リスクの認知性と抑制・回避行動により判断する

抑制・回避

認知性 可能 不可能
認知可能 回避可: A1 回避不可: A2
認知不可能 回避不可: A2 回避不可: A2
※適切な理由がない限り"回避不可:A2" を選択■発生確率：O

頻繁: O3 = 機械として保護方策を実施していない＝頻繁に危険事象等が発生する
・構想設計後の最初に行うリスクアセスメントにおける見積もりにて選択される

時々: O2 = 人への依存がある保護方策（＂付加保護方策”や“使用上の情報”での方策）、または信頼性を確認していない保護方策を実施している＝時々
危険事象等などが発生する

・非常停止ボタンやロックアウト対応器具の設置、手動の残留エネルギの開放・抑制手段など使う人に操作などを要求する保護方策。

・注意ラベル、保護具の使用、作業手順の遵守等の使用上の情報提供による保護方策

稀 : O1 = 人への依存度がほとんど無い信頼性のある保護方策を実施している＝危険事象等が発生することは、稀である。

実施例1．製品箱のパレット積上

リスクの見積/評価（リスクグラフ法の事例）
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STEP3

＜リスクの見積手法の決定＞
Å リスクの点数と対策の要否の目安を最初に定義する
Å 機器の特徴や設置環境、使用者の性質により判定基準を決定する

第2章 実施例1

危害のひどさ：S 頻度・時間：F 回避性：A 発生確率：O

頻繁：O3 時々：O2 稀：O1

重篤：S3 ライン作業：F3 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 4 3 2

段取り作業：F2 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 4 3 2

保全作業等：F1 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 4 3 2

休業：S2 ライン作業：F3 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 4 3 2

段取り作業：F2 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 4 3 2

保全作業等：F1 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 2 2 1

不休：S1 ライン作業：F3 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 4 3 2

段取り作業：F2 回避不可：A2 4 3 2

回避可：A1 2 2 1

保全作業等：F1 回避不可：A2 1 1 1

回避可：A1 1 1 1

リスクレ
ベル

定義

4
許容不可なリスク。ALARP原則
を適用しリスク低減が必要

3
ALARP原則が適用されていなけ
れば許容不可のリスク

2 許容可能なリスク

1 無条件で許容可能なリスク

リスク評価表 リスクレベルの定義

実施例1．製品箱のパレット積上

リスクの見積/評価（リスクグラフ法の事例）

ALARPとは？

ALARPはas low as reasonably
practicable の略語である。ARARP領
域のリスクは、ある条件を満たした場合の
み許容可能となり、ある条件とは、当時
の最高科学技術水準をもってしても、リス
クを受入可能な領域まで低減できない
場合を指す。



実施例1．製品箱のパレット積上

<リスクの見積/評価>

リスクアセスメント実施記録

リスクアセスメント実施職場 ①～③の実施担当者と実施日 ④～⑥の実施担当者と実施日 ⑦～⑧の実施担当者と実施日

実施例①
担当A 担当B

2021/10/21 2021/11/12

No. ①作業名 or 危険源 ②危険状態 ③危険事象
④リスクの見積もり

判定
危害のひどさ:S 頻度・時間: F 回避性: A 発生確率: O リスク

1 ロボットアーム パレットの交換
作業者がパレタイズを完了したパレットを空
パレットと交換しようと近づいたところ、動いて
きたロボットアームに頭部を殴られ死亡

S3 F3 A2 O3 4
許容不可
（対策要）

2 ロボットアーム 自動運転

作業者がコンベアに流れている製品を確認
するためコンベア近くを通過して製品をに近
づいたところロボットアームによって頭部を殴
られ死亡

S3 F3 A2 O3 4
許容不可
（対策要）

3 ワーク 非常停止時

作業者が危険を察知して非常停止ボタン
を押した際、ワークに対する吸着力が不足
しており、ワークが飛んで、別の作業者の胸
部にあたり、転倒して腰を骨折

S2 F1 A2 O1 2
許容可

（対策不用）

第2章 実施例1

56

危険源とそれにより生じる
危険事象を記載する

危害の酷さと発生確率を先ほど定義
した表に基づいて評価する

STEP3 リスクの見積/評価（リスクグラフ法の事例）



実施例1．製品箱のパレット積上

<リスク低減策>

リスクアセスメント実施記録

リスクアセスメント実施職場
①～③の実施担当者と

実施日
④～⑥の実施担当者と実施日

実施例①

担当A 担当B

2021/10/21
2021/11/12

2021/11/12

N
o.

①作業名 or 危険源 ②危険状態 ③危険事象 ⑤リスク低減措置案
⑥措置実施後のリスクの見積もり

危害のひど
さ:S

頻度・時
間: F

回避性: A 発生確率: O リスク PLr 判定

1 ロボットアーム パレットの交換
作業者がパレタイズを完了したパレットを空パレット
と交換しようと近づいたところ、動いてきたロボット
アームに頭部を殴られ死亡

・ロボットの動作領域の制限
・レーザスキャナのスキャン範囲拡大
による減速時間の確保
・レーザスキャナの安全領域に侵入
してている事を表示灯で知らせる

S3 F3 A1 O1 2 d
許容
可能

2 ロボットアーム 自動運転
作業者がコンベアに流れている製品を確認するた
めコンベア近くを通過して製品をに近づいたところロ
ボットアームによって頭部を殴られ死亡

・ロボットの動作領域の制限
・レーザスキャナのスキャン範囲拡大
による減速時間の確保
・レーザスキャナの安全領域に侵入
してている事を表示灯で知らせる

S3 F3 A1 O1 2 d
許容
可能

3 ワーク 非常停止時

作業者が危険を察知して非常停止ボタンを押した
際、ワークに対する吸着力が不足しており、ワーク
が飛んで、別の作業者の胸部にあたり、転倒して
腰を骨折

Ｎ／Ａ

第2章 実施例1
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制御システムによるリス
ク低減策の場合は機能
安全への対応が必要

危害の酷さ、発生確
率を低減するための対
策を決定する

STEP4 リスク低減方策（リスクグラフ法の事例）



実施例1．製品箱のパレット積上

<リスクアセスメントで低減策として使用した回路>

L
(論理演算機器)

G9SA-301
(オムロン)

(ｾｰﾌﾃｨｰﾘﾚｰﾕﾆｯﾄ)

非常停止ボタン入力①

I
(入力機器)

XN1E-LV413Q4MR
(IDEC)

(非常停止ボタン)

EMG入力

O
(出力機器)

(ﾛﾎﾞｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ)

本体:MOTOMAN -HC10DTP

YRC1000micro( 安川電機)

L
(論理演算機器)

G9SA-301
(オムロン)

(ｾｰﾌﾃｨｰﾘﾚｰﾕﾆｯﾄ)

非常停止ボタン入力②

I
(入力機器)

XN1E-LV413Q4MR
(IDEC)

(非常停止ボタン)

EMG入力

O
(出力機器)

(ﾛﾎﾞｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ)

本体:MOTOMAN -HC10DTP

YRC1000micro( 安川電機)

レーザスキャナ

I
(入力機器)

SE2L-H05LP
(IDEC)

(セーフティレーザスキャナ)

EMG入力

O
(出力機器)

(ﾛﾎﾞｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾗ)

本体:MOTOMAN -HC10DTP

YRC1000micro( 安川電機)

第2章 実施例1
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リスク低減方策STEP4



実施例1．製品箱のパレット積上

<安全部品の評価>

SISTEMA情報：バージョン2.0.8 build4
URL      https://www.dguv.de/ifa/praxishilfen/practical -solutions -machine -safety/software -sistema/index.jsp

SISTEMAライブラリ適用
・IDEC セーフティリレー
・IDEC 非常停止ボタン

SISTEMAを利用した検証
及びレポートの作成

第2章 実施例1
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STEP4 リスク低減方策（リスクグラフ法による事例）



実施例1．製品箱のパレット積上

<安全距離の検証>

エリアセンサーの仕様
例：IDEC SE2L-05LP
応答時間： Ts= 100 ms
検出能力： d= 50mm
設置高さ： H= 200 mm

ロボットの仕様 （MOTOMANHC10DT）
安全回路の応答時間： Tc1= 6ms
監視周期： Tc2= 2ms
ロボットの惰性時間： Tr= 200 ms

壁
ロボット
動作範囲

協働モード

減速領域

高速モード

S1 S2

第2章 実施例1
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リスク低減方策STEP4
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機械類の制限の決定

危険源の同定

リスクの見積り

リスクの評価

全て許容可能
なリスク？

他の危険源
を生じる？

本質的安全設計方策

安全防護/付加保護方策

使用上の情報の提供

協働ロボットシステム全体の仕様

リスク低減方策

リスクアセスメント

（3ステップメソッド）

機械の設計又は運転特性を変更。

残存リスクから人を保護するための安全防護物の使用。

ユーザへの機械危険情報の提供。

使用上/空間上/時間上/その他の制限を決定。

同定された危険源すべてに対してリスクを見積もる。
「リスク＝危害の程度×発生確率」のマトリクスなど。

目標レベルと比較し、リスク低減策の必要性を評価。

OK

NG

Yes

No
文書化

②リスク低減方策により
新たなリスクは生じないか

③リスク低減方策実施後の
リスク再見積もり

④リスクは適切に低減されたか

⑤必要な場合再度
リスク低減方策を検討

①リスク低減方策により
前提条件や機械類の制限に影響はないか

⑥全てのリスクが許容可能であれば
残留リスクを使用上の情報に洗い出す

文書化STEP5

＜活動の結果を関連文書に落とし込む＞
Å リスクアセスメントにて決定した低減方策を機械図面や運用・操作手順書、安全基準等に落とし込む
Å 一連のリスクアセスメント活動の記録を文書として保管する

第2章 実施例1

実施例1．製品箱のパレット積上
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第2章 実施例2

実施例2 マシンテンディング
（工作機械へのワーク物の投入）

※本リスクアセスメント事例は、協働ロボット事例集（RRI発行）に掲載しているオムロン株式
会社様から提供頂いた事例を使用して作成している。尚、リスクアセスメント事例として公開
するにあたり、事例集の掲載内容から脚色している所がある。事例提供者様が作成したリス
クアセスメントを引用して作成したものではないことを予めお断りする。

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）



Å 協働ロボット：オムロンTMシリーズ（TM5-900）
Å ロボットハンド：自作（エアチャック）
Å コンベア：なし
Å 工作機械：既設

63

マシンテンディング
（工作機械へのワーク物の投入）

金属製品製造業
費用対効果（省人化）

省スペース（安全柵不要）
人との協働作業

出典リンクhttps://www.fa.omron.co.jp/solution/proposal/app_009/

機器

V セーフティーレーザースキャナ（オムロン OS32C）
ロボット作業領域に人が立ち入った場合、協働モードに
切り替わる。通常作業時は産ロボ並みのスピードで作業
が可能。

V 協働モード運転（力/トルク制限）の設定
ロボットアームが接触する可能性のある身体部位を設定
することで安全な速度で運転する

リスクアセスメントによる主な対策

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）

https://www.fa.omron.co.jp/solution/proposal/app_009/
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機械類の制限の決定STEP1

モード
・オートモード
・マニュアルモード

介入手順

・マニュアルモードでロボットを動かしティーチングする
・立ち上げ時（1週間想定）
・正常稼働できなくなった時（半年に1回想定）
・自動復帰できない位置で停止し、手動でロボットを動かす
・立ち上げ時（1週間想定）
・正常稼働できなくなった時（半年に1回想定）
・落としたワークを取り除く
・1週間に1回想定
・非常停止後、初期状態に戻す
・1か月に1回想定

用途 産業用

性別 男性／女性

年齢 20歳～60歳

利き手 右利き／左利き

身体能力 健常者

Ṯ ṯ
運転モードや介入手順、機械の使用に関する制限を決定する

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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機械類の制限の決定STEP1

1. 協働作業員 資格要（操作マニュアル理解者のみ）

2. サービスマン（メンテナンス・保全）

資格要
・仕様を理解した者のみ
・ロボット教示等の特別安全教育を修了した有資格者のみが、ロボットに対す
るサービスを可能とする。
・操作マニュアルを理解した者のみ
・メンテナンスマニュアルを理解した者のみ
・ヘルメット、保護メガネを装着すること

3. 当該エリア以外の作業者
・制御盤/操作盤での操作禁止
・ティーチング中、機械の周辺への立ち入り禁止

Ṯ ṯ
機械を使用するにあたり、必要な資格や技能レベル等の制限を決定する

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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機械類の制限の決定STEP1

Ṯ ṯ
機械を使用する場所の要件や稼働範囲の制限を決定する

空間上の制限

a）可動範囲 ロボット：アーム長（1300mm ）の空間

b）空間要求事項
機械周辺には、安全距離を確保すること。
詳細は［安全距離］シートを参照。

c）人と機械のインタフェース［対象アプリケーション］シートを参照。

d）機械と動力源のインタ
フェース

・供給電源は、ＡＣ２００Ｖ（３相）4kW以下とし、プ
ラグ接続とすること。
・ケーブルのための開口部は最小限にし、ほこりや液体の侵
入を防ぐこと。
・プラグは、筐体の下側に収納できること。

時間の制限

a）機械の寿命

全体：10年
部品：1年

稼働時間：1日2回、年200日程度

b）サービス間隔

［ロボット］
・ハードウェアマニュアル参照
［安全機器］
・安全機能の点検：1か月

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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機械類の制限の決定STEP1

Ṯ ṯ
清掃や使用環境、重量等の条件、制限を決定する

a）放出物などの特性 なし

b）清掃

装置の周りは、掃除機で清掃すること。清浄度：オフィス環境レベル（クラス1,000,000 以上）（使用後）
装置の外観は、柔らかい布で拭くこと。（使用後）
筐体内に汚れがある場合は、ハンドクリーナおよび柔らかい布で清掃すること。（1か月に1回）
その際は、装置の電源をオフにしておくこと。

c）使用環境

設置方法：床置き
周囲温度/湿度：25℃/60％
保護接地接地抵抗：100mΩ以下
電源：AC100V

意図する使用，予見可能
な誤使用

意図する使用：
・本機械を設置し、指定されたワークを使用
誤使用：
・設置条件を満たさない環境での使用
・電気仕様が誤った条件での使用
・過負荷条件での使用
・指定外のワークの使用
・ロボットのカバーを外した状態での使用
・当該エリア以外の作業者が操作

重量
ロボット本体：40kg
ロボット架台：60kg ※キャスター付き
ワーク：1kg以下

最大動作速度 ロボット：1.3m/s （標準速度）

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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人の立ち入りエリア
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機械類の制限の決定STEP1

ワーク
台

協働
ロボット

据付・運搬→

ロボット保管場所

協働
ロボット

協働ロボットの稼働範囲
アーム長：1300mm

電源
（100V）

←片づけ

Ṯ ṯ
協働ロボットの作業エリアとその周辺のレイアウト図を作成し整理する

配線

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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機械類の制限の決定STEP1

Ṯ ṯ
Å ロボットの設置から運転終了もしくは片づけまでの手順を作成する
Å リスクアセスメントではこの作業フェーズごとに危険源や危険事象を整理することもできる

据付・運搬

配線・配管の接続

動作確認

協働運転

運転終了

配線・配管の切断

協働ロボットを作業エリアに運搬し設置する

動作に必要な配線・配管を協働ロボットに接続する

原点復帰、ワークの位置確認を行う

スタートスイッチを押下し、運転を開始する

PC電源およびロボット電源を切断し運転を終了する

ロボットに接続している配線・配管を切断する

ロボットの片づけ 協働ロボットを元の置場に搬送し保管する

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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危険源の同定STEP2

機械的

電
気
的

熱
的

騒
音

振
動

放
射

材料

人
間
工
学

環
境

備考

動
力
（
挟
ま
れ
等
）

重
量
物

滑
り
、
躓
き
、
墜
落

そ
の
他
（
切
創
等
）

有
害
物
質

爆
発
・
火
災

1 ロボットアーム ✓ ✓ 協働ロボット本体

2 ロボットハンド ✓ ✓

3 ロボット制御装置 ✓ 電源プラグ

4 ロボット架台 ✓ ✓ ✓
ロボットアームの下部にあたる筐体部分
キャスターとストッパー

5 配電盤 ✓ ✓

6 電源ケーブル ✓ ✓ ✓ ✓ 電源とロボット本体をつなぐケーブル

7 ワーク ✓ ✓

8 ワーク台 ✓ ✓ ワーク搬送用の台車、キャスターとストッパー

＜危険源の同定作業の例＞
ロボットシステムにおける各アイテムと危険源の引当

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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＜リスク分析の手法例＞
ブレーンストーミング的に考えられるリスクを洗い出す

危険源の同定STEP2

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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Ṯ ṯ
Å この事例では5×5のマトリクス法を使ってリスクを見積もる
Å 危害のひどさと発生確率を数値化するための基準を決める

点数 危害のひどさ

5 死亡

4
重大傷害

（恒久的な傷害）

3
中度傷害

（通院治療で回復）

2
軽度傷害

（応急手当で回復）

1
無傷

（一時的な痛み）

点数 発生確率

5 しばしば発生する

4 ときどき発生する

3 まれに発生する

2 発生しそうにない

1 起こり得ない

×

リスク点数

リスクは”危害のひどさ”と”発生頻度”
の組合せ

STEP3

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）

リスクの見積/評価（5X5のマトリクス法の事例）
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STEP3

5 4 3 2 1

しばしば発生する ときどき発生する まれに発生する 発生しそうにない 起こり得ない

5 死亡 25 20 15 10 5

4
重大傷害

（恒久的な傷害）
20 16 12 8 4

3
中度傷害

（通院治療で回復）
15 12 9 6 3

2
軽度傷害

（応急手当で回復）
10 8 6 4 2

1
無傷

（一時的な痛み）
5 4 3 2 1

危害のひどさ

発生確率

：直ちに中止または改善する
：合理的に実行可能な限り出来るだけリスクを低減する
：許容可能なリスク。残留リスクに応じて教育や人材配置をする

＜リスクの見積手法の決定＞
Å リスクの点数と対策の要否の目安を最初に定義する
Å 機器の特徴や設置環境、使用者の性質により判定基準を決定する

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）

リスクの見積/評価（5X5のマトリクス法の事例）
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STEP3

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象

想定
危害

対象者 リスク見積

判定
危害の酷さ発生確率 リスク点数

5
据付
・
運搬

キャスター
作業者がロボットの運搬中に誤って
車輪付近に足を入れてしまって轢
かれてしまい、足を骨折

骨折
工場作業者
搬送業者

3 3 9
許容不可
（対策要）

18 動作確認
稼働する
ロボットアーム

動作確認中にパラメータ設定ミスに
より意図しない速度でロボットアーム
が動作し、頭にあたり裂傷

裂傷 工場作業者 3 3 9
許容不可
（対策要）

35 協働運転
稼働する
ロボットアーム

ロボットの設置位置がずれたことで
アームが人の作業エリアに侵入し作
業者の腕にあたり骨折

骨折 工場作業者 3 4 12
許容不可
（対策要）

41 協働運転 ワーク
パレットに意図しないワークが混入
しており、把持が不安定になりワー
クを落下させて足を打撲

打撲 工場作業者 2 2 4
許容可能
（対策不要）

危険源とそれにより生じる
危険事象を記載する

同じ危険事象でも対象者によって
危害の酷さも変わる可能性がある

危害の酷さと発生確率を先ほど定義
した表に基づいて評価する

＜リスクの見積＞
リスクアセスメントシート（様式自由）に危害やリスクの点数をまとめる

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）

リスクの見積/評価（5X5のマトリクス法の事例）
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リスク低減方策（5X5のマトリクス法の事例）STEP4

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象 対策
リスクの再見積もり

PLr 判定危害の
酷さ

発生
確率

リスク
点数

5
据付
・
運搬

キャスター
作業者がロボットの運搬中に誤って
車輪付近に足を入れてしまって轢か
れてしまい、足を骨折

＜保護具＞
安全靴の着用を義務付ける

1 3 3 N/A
許容
可能

18 動作確認
稼働する
ロボットアーム

動作確認中にパラメータ設定ミスに
より意図しない速度でロボットアーム
が動作し、頭にあたり裂傷

＜設計方策＞
動作確認時は常に協調モード（力/ト
ルク制限）で動作する。
＜保護具＞
ヘルメットの着用を義務付ける

2 1 2 c
許容
可能

35 協働運転
稼働する
ロボットアーム

ロボットの設置位置がずれたことで
アームが人の作業エリアに侵入し作
業者の腕にあたり骨折

セーフティレーザスキャナを設定し、人が
ロボットの作業エリアに侵入した際は協
調モードで運転する

3 1 3 d
許容
可能

41 協働運転 ワーク
パレットに意図しないワークが混入し
ており、把持が不安定になりワークを
落下させて足を打撲

N/A

制御システムによるリスク低減策の
場合は機能安全への対応が必要

危害の酷さ、発生確率を低減する
ための対策を決定する

＜対策の決定とリスクの再見積＞
Å 前頁で抽出したリスクについて対策を決定する
Å 対策後のリスクを再度見積もり、すべてのリスクを許容可能なレベルまで低減する

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）



76

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象

想定
危害

対象者 リスク見積

判定ひどさ
S

頻度
F

回避
A

確率
O

リスク
点数

5
据付
・
運搬

キャスター
作業者がロボットの運搬中に誤って
車輪付近に足を入れてしまって轢か
れてしまい、足を骨折

骨折
工場作業者
搬送業者

S2 F1 A2 O2 3
許容不可
（対策要）

18 動作確認
稼働する
ロボットアーム

動作確認中にパラメータ設定ミスに
より意図しない速度でロボットアーム
が動作し、頭にあたり裂傷

裂傷 工場作業者 S2 F1 A2 O2 3
許容不可
（対策要）

35 協働運転
稼働する
ロボットアーム

ロボットの設置位置がずれたことで
アームが人の作業エリアに侵入し作
業者の腕にあたり骨折

骨折 工場作業者 S2 F3 A2 O3 ４
許容不可
（対策要）

41 協働運転 ワーク
パレットに意図しないワークが混入し
ており、把持が不安定になりワークを
落下させて足を打撲

打撲 工場作業者 S1 F2 A2 O1 2
許容可能
（対策不要）

STEP3

危険源とそれにより生じる
危険事象を記載する

危害の酷さと発生確率を先ほど定義
した表に基づいて評価する

＜リスクの見積＞
リスクアセスメントシート（様式自由）に危害やリスクの点数をまとめる

第2章 実施例2

※実施例1で使用した方法を参考として示す

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）

リスクの見積/評価（リスクグラフ法の事例）

同じ危険事象でも対象者によって
危害の酷さも変わる可能性がある



77

リスク低減方策（リスクグラフ法の事例）STEP4

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象 対策

リスクの再見積もり

PLr 判定ひどさ
S
頻度

F
回避

A
確率

O
リスク
点数

5
据付
・
運搬

キャスター
作業者がロボットの運搬中に誤っ
て車輪付近に足を入れてしまって
轢かれてしまい、足を骨折

＜保護具＞
安全靴の着用を義務付ける

S1 F1 A2 O2 1 N/A
許容
可能

18 動作確認
稼働する
ロボットアーム

動作確認中にパラメータ設定ミス
により意図しない速度でロボット
アームが動作し、頭にあたり裂傷

＜設計方策＞
動作確認時は常に協調モード（力/
トルク制限）で動作する。
＜保護具＞
ヘルメットの着用を義務付ける

S1 F1 A2 O1 1 c
許容
可能

35 協働運転
稼働する
ロボットアーム

ロボットの設置位置がずれたことで
アームが人の作業エリアに侵入し作
業者の腕にあたり骨折

セーフティレーザスキャナを設定し、人
がロボットの作業エリアに侵入した際
は協調モードで運転する

S2 F3 A2 O1 2 d
許容
可能

41 協働運転 ワーク
パレットに意図しないワークが混入
しており、把持が不安定になりワー
クを落下させて足を打撲

N/A

制御システムによるリスク低減策の
場合は機能安全への対応が必要

危害の酷さ、発生確率を低減する
ための対策を決定する

＜対策の決定とリスクの再見積＞
Å 前頁で抽出したリスクについて対策を決定する
Å 対策後のリスクを再度見積もり、すべてのリスクを許容可能なレベルまで低減する

第2章 実施例2

※実施例1で使用した方法を参考として示す

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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機械類の制限の決定

危険源の同定

リスクの見積り

リスクの評価

全て許容可能
なリスク？

他の危険源
を生じる？

本質的安全設計方策

安全防護/付加保護方策

使用上の情報の提供

協働ロボットシステム全体の仕様

リスク低減方策

リスクアセスメント

（3ステップメソッド）

機械の設計又は運転特性を変更。

残存リスクから人を保護するための安全防護物の使用。

ユーザへの機械危険情報の提供。

使用上/空間上/時間上/その他の制限を決定。

同定された危険源すべてに対してリスクを見積もる。
「リスク＝危害の程度×発生確率」のマトリクスなど。

目標レベルと比較し、リスク低減策の必要性を評価。

OK

NG

Yes

No
文書化

②リスク低減方策により
新たなリスクは生じないか

③リスク低減方策実施後の
リスク再見積もり

④リスクは適切に低減されたか

⑤必要な場合再度
リスク低減方策を検討

①リスク低減方策により
前提条件や機械類の制限に影響はないか

⑥全てのリスクが許容可能であれば
残留リスクを使用上の情報に洗い出す

文書化STEP5

＜活動の結果を関連文書に落とし込む＞
Å リスクアセスメントにて決定した低減方策を機械図面や運用・操作手順書、安全基準等に落とし込む
Å 一連のリスクアセスメント活動の記録を文書として保管する

第2章 実施例2

実施例2．マシンテンディング（工作機械へのワーク物の投入）
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実施例3 個装箱の組立と

バイアル瓶の箱詰め

第2章 実施例3

※本リスクアセスメント事例は、協働ロボット事例集（RRI発行）に掲載している三菱電機シ
ステムサービス株式会社様から提供頂いた事例を使用して作成している。尚、リスクアセスメ
ント事例として公開するにあたり、事例集の掲載内容から脚色している所がある。事例提供
者様が作成したリスクアセスメントを引用して作成したものではないことを予めお断りする。

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め



Å 協働ロボット：ASSISTA RV-5AS
Å ロボットハンド：
三菱電機協働ロボットパートナー製やわらかハンド

Å コンベア：なし
Å 工作機械：既設

80

個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め 医療業
無人化（苦役作業のロボット化）
費用対効果（省人化）
人との協働作業

出典リンク
https://www.mitsubishielectric.co.jp/fa/products/rbt/robot/pmerit/
assista/index.html

機器

V セーフティレーザスキャナ
ロボット作業領域に人が立ち入った場合、協働モードに切り
替わる。

V 緩衝マット
バイアル瓶が落下しても割れないように床に緩衝用のマットを
設置する

V やわらかハンド
柔らかい素材を使用したロボットハンドを適用する

リスクアセスメントによる主な対策

バイアル瓶

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め

https://www.mitsubishielectric.co.jp/fa/products/rbt/robot/pmerit/assista/index.html
https://www.mitsubishielectric.co.jp/fa/products/rbt/robot/pmerit/assista/index.html
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機械類の制限の決定STEP1

用途
産業用
人とロボットの協働作業

運転モード

・高速運転モード
・協働運転モード（標準運転）
・協働運転モード（低速運転）
・ティーチングモード

介入手順

・ティーチング
・段取り替え
・資材投入
・中間製品、完成品取出し

使用者の
制限

性別 制限なし
年齢 20歳～60歳
利き手 制限なし
身体能力 健常者に限る

使用者の訓練，経験又は能
力の想定レベル

オペレータ 有資格者に限る（社内教育）
保全要員 有資格者に限る（社内教育）

一般大衆/第三者
搬送業者
協働作業以外の作業員（無資格者）も周囲に存在

Ṯ ṯ
Å 運転モードや介入手順、機械の使用に関する制限を決定する
Å 使用者に求められる経験や能力、第三者の存在も考慮に入れる

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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機械類の制限の決定STEP1

Ṯ / ṯ
機械を使用する場所の要件や稼働範囲の制限を決定する

空間上の制限

a）可動範囲 最大リーチ径：910mm

b）空間要求事項 ロボット周辺と十分な安全距離を確保する

c）人と機械のインタフェース
・ロボットアーム部の操作ボタン
・操作タブレット

d）機械と動力源のインタフェースAC100Vプラグ接続

時間上の制限

機械の寿命 10年

点検・修理間隔
ハードウェア：半年に1回
ロボットの安全機能：1か月に一回を推奨

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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機械類の制限の決定STEP1

Ṯ ṯ
清掃や使用環境、重量等の条件、制限を決定する

加工材料の特性 加工作業なし

要求清掃レベル
運転終了時はロボットアーム、ワーク台等の周囲を作業員が清掃する（布を使
用）

環境面
周囲温度（使用時）：0~40 ℃
周囲湿度（使用時）：45~85%RH
電源：AC100V

意図する使用，予見可能な誤使用

意図する使用：
・本機械を設置し、指定されたワークを使用
予見可能な誤使用：
・設置条件を満たさない環境での使用
・異なる電源条件での使用
・過負荷条件での使用
・仕様の異なる個装箱を使用する
・指定外のバイアル瓶を使用する
・資格の無い人がロボットを操作する

重量
ロボット本体：32kg
ロボット架台：60kg ※キャスタ、ストッパ付き

最大動作速度
高速運転モード：1000mm/sec
協働運転（標準運転）：250mm/sec
協働運転（低速運転）：50mm/sec

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め



ワーク台ワーク台

中間製品
搬出場所

中間製品
搬出場所

ワーク台
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機械類の制限の決定STEP1

電源
（AC100V）

Ṯ ṯ
協働ロボットの作業エリアとその周辺のレイアウト図を作成し整理する

電源ケーブル

資材
供給場所

資材
供給場所

①個装箱組立&バイアル瓶箱詰め ②能書投入&個装箱の蓋閉め ③QRコード読取&テープ貼り

ロボットによる作業

ロボットアーム最大リーチ径
910mm

資
材
搬
入

：作業員
⇒中間製品の取出し、検査、次工程供給

完成品
搬出場所

資材
供給場所

2台1セットで作業を実施

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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機械類の制限の決定STEP1

Ṯ ṯ
Å ロボットの設置から運転終了もしくは片づけまでの手順を作成する
Å リスクアセスメントではこの作業フェーズごとに危険源や危険事象を整理することもできる

段取り替え

動作確認

協働運転

運転終了

作業に合わせて動作プログラムと治具をセットする

原点復帰、ワークの位置確認を行う

スタートスイッチを押下し、運転を開始する

PC電源およびロボット電源を切断し運転を終了する

ロボットの片づけ ロボットを点検し、清掃する

資材供給

製品取出し

個装箱用資材とバイアル瓶を資材供給場所に置く

中間製品または完成品を取り出す

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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危険源の同定STEP2

機械的

電
気
的

熱
的

騒
音

振
動

放
射

材料

人
間
工
学

環
境

備考

動
力
（
挟
ま
れ
等
）

重
量
物

滑
り
、
躓
き
、
墜
落

そ
の
他
（
切
創
等
）

有
害
物
質

爆
発
・
火
災

1 ロボットアーム ✓ ✓ 協働ロボット本体

2 ロボットハンド ✓ ✓

3 ロボット制御装置 ✓ 電源プラグ

4 ロボット架台 ✓ ✓ ✓
ロボットアームの下部にあたる筐体部分
キャスターとストッパー

5 配電盤 ✓ ✓

6 電源ケーブル ✓ ✓ ✓ ✓ 電源とロボット本体をつなぐケーブル

7 ワーク台 ✓ ✓ ワーク搬送用の台車、キャスターとストッパー

8 バイアル瓶 ✓ 化学品や薬品用の封入瓶

＜危険源の同定作業の例＞
ロボットシステムにおける各アイテムと危険源の引当

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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＜リスクの抽出＞
ブレーンストーミング的に考えられるリスクを洗い出す

危険源の同定STEP2

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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Ṯ ṯ
Å この事例では4×4のマトリクス法を使ってリスクを見積もる
Å 定量的に起こりやすさを定義する

点数 危害のひどさ

4 死亡

3 入院を必要とする怪我

2 入院を要さない怪我

1 怪我無し

点数 起こりやすさ

4 1か月に1回

3 1年に1回

2 10年に1回

1 100年に1回

×

リスク点数

100台販売すれば1年
に1回発生する

STEP3

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め

リスクの見積/評価（4x4のマトリクス法の事例）



4 3 2 1

1か月に1回 1年に1回 10年に1回 100年に1回

4 死亡 16 12 8 4

3 入院 12 9 6 3

2 応急処置 8 6 4 2

1 無傷 4 3 2 1

89

＜リスクの見積手法の決定＞
Å リスクの点数と対策の要否の目安を最初に定義する
Å 機器の特徴や設置環境、使用者の性質により判定基準を決定する

STEP3

危害のひどさ

発生確率

：直ちに中止または改善する
：合理的に実行可能な限り出来るだけリスクを低減する
：許容可能なリスク。残留リスクに応じて教育や人材配置をする

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め

リスクの見積/評価（4x4のマトリクス法の事例）
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STEP3

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象

想定
危害

対象者 リスク見積

判定
危害の酷さ発生確率 リスク点数

8 段取替え
バイアル瓶
内容物

段取り替えミスにより、エンドエフェク
タとバイアル瓶が対応せずにバイア
ル瓶が落下、内容物が漏洩
有害ガスを作業員が吸い込む

中毒
症状

工場作業者
搬送業者

3 4 12
許容不可
（対策要）

11 段取替え ロボットハンド
ワークを取り出す際にロボットハンド
が人の手にぶつかる

無傷 工場作業者 2 3 6
許容不可
（対策要）

20 協働運転 ロボットアーム
中間製品取出し時にロボットアーム
と接触し手を骨折

骨折 工場作業者 3 3 9
許容不可
（対策要）

28 協働運転 電源
人が完成品を搬出する際に、傷ん
だ電源ケーブルに触れて感電する

感電 工場作業者 3 3 9
許容不可
（対策要）

危険源とそれにより生じる
危険事象を記載する

同じ危険事象でも対象者によって
危害の酷さも変わる可能性がある

危害の酷さと発生確率を先ほど定義
した表に基づいて評価する

＜リスクの見積＞
リスクアセスメントシート（様式自由）に危害やリスクの点数をまとめる

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め

リスクの見積/評価（4x4のマトリクス法の事例）
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リスク低減方策（4x4のマトリクス法の事例）STEP4

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象 対策
リスクの再見積もり

PLr 判定危害の
酷さ

発生
確率

リスク
点数

8 段取替え
バイアル瓶
内容物

段取り替えミスにより、エンドエフェクタ
とバイアル瓶が対応せずにバイアル瓶
が落下、内容物が漏洩
有害ガスを作業員が吸い込む

Å段取り替えのミスを検知するプログラ
ムチェック

Å床に緩衝マットを設置
Å室内気圧調整（陰圧化）

3 1 3 N/A
許容
可能

11 段取替え ロボットハンド
ワークを取り出す際にロボットハンドが
人の手にぶつかる

ぶつかっても危険のない三菱電機協働
ロボットパートナー製やわらかハンドを適
用する

1 3 3 N/A
許容
可能

20 協働運転 ロボットアーム
中間製品取出し時にロボットアーム
と接触し手を骨折

＜設計対応＞
協働モード（トルク制御）による保護
停止機能
＜運用＞
安全距離を確保した設置

３ １ ３ c
許容
可能

28 協働運転 電源
人が完成品を搬出する際に、傷んだ
電源ケーブルに触れて感電する

完成品搬出の動線上から電源ケーブ
ルが干渉しないように電源盤の位置を
変える

３ １ ３ N/A
許容
可能

制御システムによるリスク低減策の
場合は機能安全への対応が必要

危害の酷さ、発生確率を低減する
ための対策を決定する

＜対策の決定とリスクの再見積＞
Å 前頁で抽出したリスクについて対策を決定する
Å 対策後のリスクを再度見積もり、すべてのリスクを許容可能なレベルまで低減する

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象

想定
危害

対象者 リスク見積

判定
ひどさ

S
頻度

F
回避

A
確率

O
リスク
点数

8 段取替え
バイアル瓶
内容物

段取り替えミスにより、エンドエフェク
タとバイアル瓶が対応せずにバイアル
瓶が落下、内容物が漏洩
有害ガスを作業員が吸い込む

中毒
症状

工場作業者
搬送業者

S2 F3 A2 O3 4
許容不可
（対策要）

11 段取替え ロボットハンド
ワークを取り出す際にロボットハンド
が人の手にぶつかる

無傷 工場作業者 S2 F3 A2 O2 3
許容不可
（対策要）

20 協働運転 ロボットアーム
中間製品取出し時にロボットアーム
と接触し手を骨折

骨折 工場作業者 S2 F3 A2 O2 3
許容不可
（対策要）

28 協働運転 電源
人が完成品を搬出する際に、傷ん
だ電源ケーブルに触れて感電する

感電 工場作業者 S2 F3 A2 O2 3
許容不可
（対策要）

リスクの見積/評価（リスクグラフ法の事例）STEP3

危険源とそれにより生じる
危険事象を記載する

同じ危険事象でも対象者によって危
害の酷さも変わる可能性がある

危害の酷さと発生確率を先ほど定義
した表に基づいて評価する

＜リスクの見積＞
リスクアセスメントシート（様式自由）に危害やリスクの点数をまとめる

第2章 実施例3

※実施例1で使用した方法を参考として示す

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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リスク低減方策（リスクグラフ法の事例）STEP4

No
作業
内容

危険源
（危険状態）

危険事象 対策

リスクの再見積もり

PLr 判定ひどさ
S
頻度

F
回避

A
確率

O
リスク
点数

8 段取替え
バイアル瓶
内容物

段取り替えミスにより、エンドエフェク
タとバイアル瓶が対応せずにバイア
ル瓶が落下、内容物が漏洩
有害ガスを作業員が吸い込む

Å段取り替えのミスを検知するプログ
ラムチェック

Å床に緩衝マットを設置
Å室内気圧調整（陰圧化）

S2 F3 A2 O1 ２ N/A
許容
可能

11 段取替え ロボットハンド
ワークを取り出す際にロボットハンド
が人の手にぶつかる

ぶつかっても危険のない三菱電機協
働ロボットパートナー製やわらかハンド
を適用する

S1 F3 A2 O1 2 N/A
許容
可能

20 協働運転 ロボットアーム
中間製品取出し時にロボットアー
ムと接触し手を骨折

＜設計対応＞
協働モード（トルク制御）による保
護停止機能
＜運用＞
安全距離を確保した設置

S2 F3 A2 O1 ２ c
許容
可能

28 協働運転 電源
人が完成品を搬出する際に、傷ん
だ電源ケーブルに触れて感電する

完成品搬出の動線上から電源ケー
ブルが干渉しないように電源盤の位
置を変える

S2 F3 A2 O1 ２ N/A
許容
可能

制御システムによるリスク低減策の
場合は機能安全への対応が必要

危害の酷さ、発生確率を低減する
ための対策を決定する

＜対策の決定とリスクの再見積＞
Å 前頁で抽出したリスクについて対策を決定する
Å 対策後のリスクを再度見積もり、すべてのリスクを許容可能なレベルまで低減する

第2章 実施例3

※実施例1で使用した方法を参考として示す

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め
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機械類の制限の決定

危険源の同定

リスクの見積り

リスクの評価

全て許容可能
なリスク？

他の危険源
を生じる？

本質的安全設計方策

安全防護/付加保護方策

使用上の情報の提供

協働ロボットシステム全体の仕様

リスク低減方策

リスクアセスメント

（3ステップメソッド）

機械の設計又は運転特性を変更。

残存リスクから人を保護するための安全防護物の使用。

ユーザへの機械危険情報の提供。

使用上/空間上/時間上/その他の制限を決定。

同定された危険源すべてに対してリスクを見積もる。
「リスク＝危害の程度×発生確率」のマトリクスなど。

目標レベルと比較し、リスク低減策の必要性を評価。

OK

NG

Yes

No
文書化

②リスク低減方策により
新たなリスクは生じないか

③リスク低減方策実施後の
リスク再見積もり

④リスクは適切に低減されたか

⑤必要な場合再度
リスク低減方策を検討

①リスク低減方策により
前提条件や機械類の制限に影響はないか

⑥全てのリスクが許容可能であれば
残留リスクを使用上の情報に洗い出す

文書化STEP5

＜活動の結果を関連文書に落とし込む＞
Å リスクアセスメントにて決定した低減方策を機械図面や運用・操作手順書、安全基準等に落とし込む
Å 一連のリスクアセスメント活動の記録を文書として保管する

第2章 実施例3

実施例3．個装箱の組立とバイアル瓶の箱詰め



機能安全編

第3章 付録1
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用語解説
～ 機能安全編 ～

※ 本用語解説では、ロボットシステムインテグレータ及びユーザーを対象とした用語解説とする
ため、ISO 13849-1、2記載の用語を主として説明する。機能安全規格IEC 61508、
IEC 62061の用語解説を入れると解説自身が難解になるため、IEC 61508、IEC
62061の用語はISO 13849-1、2に関連する場合のみ解説する。



機能安全：そもそも機能安全とは？
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そ も そ も 機 能 安 全 と は ど の よ う な こ と で し ょ う か ？
I S O 1 3 8 4 9 - 1 で は 機 能 安 全 を 「 故 障 が リ ス ク の 増 加 に 直 ち に つ な が る よ う な 機 械 の 機

能 」 と 定 義 し て い ま す 。
で す の で 、 下 図 に 示 す よ う に 扉 を 開 け る こ と で イ ン タ ー ロ ッ ク 装 置 に よ り 、 機 械 が 停 止 す る 機

能 も 機 能 安 全 に な り ま す 。 こ の よ う な 安 全 機 能 は 以 前 よ り 普 通 に 使 わ れ て き ま し た が 、 近 年 に
な り な ぜ 機 能 安 全 と い う 言 葉 が よ く 使 わ れ る よ う に な っ た の で し ょ う か ？

柵

マニピュレータ

柵

マニピュレータ

― 機能安全 ―
インターロック装置による停止

停止稼働

インター
ロック装置

扉

安全リレー
ユニット

安全
PLC

動力遮断 安全適合の
監視停止

それは、電気・電子・プログラ
マブル電子（E/E/PE）装置
による機能安全が機械にも使
用されるようになってきたからで
す。
安全リレーユニットからプログ

ラム可能な安全PLCへ、電磁
接触器による動力遮断から産
業用ロボットの安全適合の監
視停止など電子機器、プログラ
ムなどを用いて高度な機能安
全を実現できるようになってきた
からです。
ですので、高度な機能安全と

言ったほうが分かりやすいかもし
れません。



故障：そもそも故障とは？
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そもそも故障（Failure）とはどのようなことでしょうか？
ISO 13849-1では故障を「要求される機能を遂行する能力がアイテムになくなること」と定義しています。
ISO 13849-1では故障と似た言葉で障害（Fault）と言う言葉も定義されています。障害は「要求される機能

を実行できないアイテムの状態」と定義されています。
下図に示す電球の玉切れの例ように消灯時の玉切れは、機能損失なので故障（Failure）であり、電球が点灯

しないことは点灯という機能が実行できないことなので障害（Fault）になります。
ISO 13849-1では故障（Failure）の結果として障害（Fault）が発生すると定義しています。

通常時

点灯スイッチオン

消灯中に玉切れ
故障（Failure）

スイッチオン
点灯しない

障害（Fault）

消灯

故障時

ワンポイント

機 能 安 全 の 規 格 IEC61508 で は
ISO13849-1の故障と障害が逆の意
味合いで定義されています。
IEC61508ではフォールト（Fault）

を「機能ユニットに要求される機能遂行
能力の低下」、故障（Failure）を「あ
る機能ユニットの要求機能の遂行能力
の終結」と定義しています。
IEC61508 で は 故 障 （ Failure ） と

障害（Fault）以外にエラー（Error）があ
り、エラー（Error）→障害（Fault）→故
障（Failure）の順で発生するとしています。
安全規格により言葉の定義が違うの

で、ご注意ください。

― 電球の玉切れの例 ―



故障：どのような故障に分類できるのだろうか？
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故障（Failure）とはなにかを説明をしましたが、故障もいくつかに分類することができます。ここでは、故障をどの
ように分類することができるのか確認したいと思います。
まず、故障は決定論的原因故障とランダムハードウェア故障に分類することができます。ISO 13849では決定論

的原因故障を系統的故障、ランダムハードウェア故障を偶発的故障などと言います。決定論的原因故障は仕様、
設計、製造、ソフトウェアなどの不備により発生する故障です。これとは別に、ランダムハードウェア故障という故障が
あり、これが我々が一般的に故障と呼ぶ製品の故障になります。
決定論的原因故障、ランダムハードウェア故障とも安全側故障と危険側故障に分類することができます。安全側

故障は故障が可用性のみに影響する故障ですが、危険側故障は可用性と安全性の両方に影響を与える故障です。
ISO 13849では故障の中でも安全性に影響を与える危険側故障のみを扱います。

故障

安全側故障

危険側故障

ランダムハード
ウェア故障

決定論的原因
故障

・仕様、設計、製造、
ソフトなどが原因

・製造上の許容誤差
などが原因

可用性のみに影響
・ISO 13849 で扱わない

可用性と安全性に影響
・ISO 13849 で扱う

ランダムハード
ウェア故障

決定論的原因
故障

安全側故障

危険側故障

安全側故障

危険側故障



故障：ランダムハードウェア故障
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決定論的原因故障は仕様、設計、製造、ソフトウェアなどが原因なので合理的な精度をもって定量化する事は出
来ません。対策をするとしても、マネージメント、検証、妥当性確認、使用するソフトウェアの制限などを行う事でしか
対策を行う事はできません。
これに対して、ランダムハードウェア故障は合理的な精度をもって定量化する事が可能です。危険側故障の発生率

をPFHd（1時間当たりの危険側故障発生の平均確率）で定量化し、区分けした指標をPL（パフォーマンスレベ
ル）やSIL（Safety Integrity Level）といいます。これらPLやSILを日本語では安全度水準と呼称します。
ISO 13849ではPL、IEC 61508やIEC 62061ではSILを指標としています。PLもSILも同じPFHdを用い

ているため、対比が可能になります。下表がPLとSILの対比表になります。

ワンポイント

機能安全の規格IEC 61508ではSILはSIL1～SIL4まで定義されています。しかし、機械安全ではSIL3までしか
扱いません。機械の事故ではひどくても数名の犠牲までしか発生せず、航空機、原子力、プラントなどの事故と比較して
犠牲者が多く発生しないためです。また、機械安全ではIEC 61508の連続モード（高頻度モード）のみを扱い、オンデ
マンドモード（低頻度モード）は扱いません。



故障：故障率（λ）ってなに？
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PL（パフォーマンスレベル）はPFHdと言う単位時間当たりの危険側故障発生の平均確率［1/h］で定量化さ
れます。故障率はλで表し、危険側故障率はλDで表します。PFHdは1時間あたりの危険側故障率の平均を表わ
しています。ISO 13849-1では危険側故障のみを扱うため、λDのみを扱います。故障率が一定の直列システム
のシステムとしての危険側故障率は下記計算式に示すように各要素の危険側故障率の足し算を行えば求められま
す。各要素の危険側故障率が分かっていれば簡単に計算できます。
PLの見積に使用するMTTFd（平均危険側故障時間）は下記計算式に示すように故障率の逆数になります。

ただし、ISO 13849ではMTTFdの単位は[年]、λDの単位は[1/h]で扱っていますので、単位にはご注意くださ
い。

λD1 λD2 λDn…直列システム

n

λD=∑λDi=λD1+λD2+…+λDn
i=1

λD：システムの危険側故障率

直列システムの故障率の計算式

MTTFd=1/λD

λD：システムの危険側故障率
MTTFd：平均危険側故障時間

MTTFdの計算式

ワンポイント

ISO 13849-1では偶発的故障を
扱いますが、下図λで示すように故障
率が一定の指数分布として故障が発
生すると仮定しています。
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いままで色々な故障を確認してきましたが、CCF（共通原因故障）は今までの見てきた故障とは意味合いが
ちょっと違います。ランダムハードウェア故障の故障率を低減するために冗長化（2重化）などの手法を用いますが、
CCFは1つの原因で、この冗長化（2重化）された2チャンネルが故障してしまう故障のことをさします。

左図に示す「冗長化の例」はドアス
イッチと安全リレーユニットの接続例
です。ドアスイッチから安全リレーユ
ニットに信号1と信号2の冗長化され
た配線が接続されています。
「CCF（共通原因故障）の例」に

示すように、CCFは1つの原因で冗
長化された両チャンネルが故障（短
絡）されることをさします。このような
短絡現象は、外力によりケーブルが
つぶされたような場合に発生する可
能性があります。

T11

T12

T23

ドアスイッチ 安全リレーユニット

信号1

T21

冗長化の例

＋24

信号2

信号1と2
の冗長化

T11

T12

T23

ドアスイッチ 安全リレーユニット

信号1

T21

CCF（共通原因故障）の例

＋24

信号2

短絡により
信号1、2とも
故障

短絡

ワンポイント

危険側故障を防ぐための手法として冗長化以外
に多様化という手法もあります。多様化は1つの
原因によって、冗長化された複数のチャンネルに同
時に影響が出ないようにする手法です。

交差
短絡
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PL（パフォーマンスレベル）を説明する前にそもそもISO 13849とはどのような規格でしょうか？
ISO 13849は下記に示すようにSRP/CS（制御システムの安全関連部）に関する規格です。SRP/CSとは

機械の安全機能（Safety Function）を実行する部分のことです。
ISO 13849は下記のようにパート1とパート2の2部で構成されています。

¸ISO 13849-1
機械類の安全性−制御システムの安全関連部−
第1部：設計のための一般原則

¸ISO 13849-2
機械類の安全性−制御システムの安全関連部−
第2部：妥当性確認

ISO 13849-1は2006年に大幅に改定されISO 13849-1（EN 954-1）:1999からISO 13849-
1:2006になりました。この改定により、評価指標がカテゴリからパフォーマンスレベルに変更になりました。
欧州の整合規格はあるEN 954-1は2011年末で失効し欧州の機械指令の整合規格はEN ISO 13849-

1:2008に移行し、その後も改定を重ね現在に至ります。
日本のJIS規格であるJIS B 9705-1、2はISO 13849-1、2と一致（IDT）した規格になっています。です

ので、JIS規格に従う場合はカテゴリではなくパフォーマンスレベルで評価する必要があります。厚生労働省から発
行された「機能安全による機械等に係る安全確保に関する技術上の指針」でも、安全度水準はSILまたはパフォー
マンスレベルが用いられることになっています。



PL（パフォーマンスレベル）：PLとは？

第3章 付録1

103

各安全機能に対してPLを下記の5項目により見積ります。SRP/CS、カテゴリ、MTTFd、DC、CCFについては、
順次説明していきます。
¸カテゴリ

SRP/CS内のアーキテクチャ（構造）
¸MTTFd（Mean Time to Dangerous Failure）

平均危険側故障時間
¸DC（Diagnostic Coverage）

診断範囲
¸CCF（Common Cause Failure）

共通原因故障
¸もしあれば、上の安全関連部のソフトウェア

ワンポイント

･PLの評価対象
リスクアセスメントの

リスク低減策のステッ
プ2「安全防護及び付
加保護方策」で保護
方策が制御システムに
よる場合にPLの評価
を行います。ですので、
保護方策が制御シス
テムによらない場合は、
PLの評価は行いませ
ん。

ワンポイント

･非常停止のPL
非常停止は付加保護方

策でありPLに関してはISO
13850に「要求されるパ
フォーマンスレベル（PL）
又はSILの決定においては、
非常停止機能の目的を考
慮することが望ましいが、最
低 条 件 は PLr=c 又 は
SIL1とする」とあり最低限
PLr=c又はSIL1以上が
必要になります。

ワンポイント

･安全機能
各安全機能は入力→論理→出力で

構成されます。通常、安全機能は1つ
の設備に複数個あり1つではありませ
ん。例えば「ライトカーテンが作動しマ
ニピュレータが停止する」は1つの安全
機能で、同じライトカーテンの作動でも
「ライトカーテンが作動しエアシリンダが
停止する」は出力が異なるので別の安
全機能になります。この様に複数個あ
る安全機能のすべてに対してPLの評
価を行います。

ワンポイント

･PLの評価
ISO 13849-

1では各安全機
能に対してPLr
（要求パフォー
マンスレベル）を
決定し、見積っ
た PL が PLr 以
上かどうかで評
価を行います。
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安全カテゴリや制御カテゴリと言う言葉を聞いた事がある方もいると思いますが、このカテゴリとは何でしょうか？カ
テゴリはISO 13849で規定されています。ですので、ISO 13849を確認しないとカテゴリとは何かが分かりません
よね。ISO 13849でカテゴリはどのように書かれているのか、各カテゴリのアーキテクチャ（構造）と要約を確認し
てみましょう。

入力
デバイス

ロジック
出力

デバイス

配線 配線

入力
デバイス

ロジック
出力

デバイス

配線 配線

テスト
テスト
出力

モニタ

B、1

カテゴリ 指定アーキテクチャ

入力
デバイス

ロジック
出力

デバイス

配線 配線

モニタ

ロジック

クロスモニタ

入力
デバイス

出力
デバイス

配線 配線

モニタ

2

3、4

カテゴリB、1は非冗長のシングルチャンネ
ルの構造です。ですので、カテゴリB、1で
は危険側故障の発生が直ちに危険な状態
に繋がります。カテゴリ2でモニタ及びテスト
が入り、カテゴリ3及び4では冗長2のチャ
ンネルとなりロジック間のクロスモニタと出力
をモニタする構造になります。カテゴリ2以
上ではモニタを行う事で危険側故障を検
出し危険側故障の発生が直ちに危険な状
態に繋がることを防止します。
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カテ
ゴリ

要求事項の要約 システムの挙動
安全性達成のために使

用される原則

B

コンポーネントだけでなくSRP/CS及び／又は保護装置は予
想される影響に耐え得るように、関連する規格に従って設計、製
造、選択、組立、組み合わされていること。
基本安全原則を用いること。

障害発生時、安全機能の喪失を招くこ
とがある。

主としてコンポーネント
の選択によって特徴づ
けられる。

1
Ｂの要求事項が適用されること。
十分吟味されたコンポーネント及び十分吟味された安全原則

を用いること。

障害発生時、安全機能の喪失を招くこ
とがあるが、発生する確率はカテゴリBよ
り低い。

主としてコンポーネント
の選択によって特徴づ
けられる。

2

Bの要求事項及び十分吟味された安全原則の使用が適用さ
れること。
安全機能は機械の制御システムによって適切な間隔でチェック
されること。

チェック間の障害の発生が安全機能の
喪失を招くことがある。安全機能の喪失
はチェックによって検出される。

主として構造によって
特徴づけられる。

3

Bの要求事項及び十分吟味された安全原則の使用が適用さ
れること。安全関連部は次のように設計されていること。
－いずれの部分の単一の障害も安全機能の喪失を招かない。

かつ、
－合理的に実施可能な場合は常に単一の障害が検出される。

－単一の障害発生時、安全機能が常に
機能する。

－すべてではないが障害の幾つかは検出
される。

－検出されない障害の蓄積で安全機能
の喪失を招くことがある。

主として構造によって
特徴づけられる。

4

Bの要求事項及び十分吟味された安全原則の使用が適用さ
れること。安全関連部は次のように設計されていること。
－いずれの部分の単一の障害も安全機能の喪失を招かない。

かつ、
－単一の障害は、安全機能に対する次の動作要求時、又はそ

れ以前に検出される。それが不可能な場合、障害の蓄積が
安全機能の喪失を招かないこと。

－障害発生時、安全機能が常に機能す
る。

－蓄積された障害の検出によって安全機
能の喪失の可能性が低減する（高
DC）。

－障害は安全機能の喪失を防止するた
めに適時検出される。

主として構造によって
特徴づけられる。
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「カテゴリの構造、要約」を読んでカテゴリが理解できましたでしょうか？
「カテゴリの構造、要約」の中でよく分からない部分について説明していきたいと思います。多分、赤字で示した

SRP/CS、基本安全原則、十分吟味されたコンポーネント、十分吟味された安全原則、カテゴリ3と4の違いは
よく分からないのではないかと思います。また、安全性達成のために使用される原則に書いてある「主としてコン
ポーネントの選択によって特徴づけられる」、「主として構造によって特徴づけられる」もよく意味が分からないと
思います。
まず、SRP/CSについて説明したいと思います。

安全検出機能
非常停止釦、ドアスイッチ、
ライトカーテン等

非安全関連部
PLC

コントローラ等

判断機能
安全リレーユニット
安全PLC等

動力制御機能
マグネット、強制ガイドリ
レー、（ソレノイド）等

通常の信号

安全信号

始動（Initiation）

起動

制御システムの安全関連部（SRP/CS）機能部

動力機構
モータ

シリンダー等
（Start-up）

ISO 13849ではSRP/CSを「安全関連入力信号に応答し、安全関連出力信号を生成する制御システムの部
分」と定義づけています。SRP/CSが正常（安全確保された状態）でかつ機能部からの始動指令で、モータなどが
起動する回路構成にします。このような回路構成にすることで、SRP/CSが正常でなければ機能部からどのような始
動指令がきても起動を防止することができます。
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基本安全原則はISO 13849-2に記載されています。ISO 13849-1のJIS化は早くに行われましたが、なぜか
ISO 13849-2は長年JIS化されず、2018年になってようやくJIS化されました。すべてのカテゴリで基本安全原
則を用いることとなっていますので、基本安全原則のうち電気、制御にかかわる重要な部分に関して説明します。
電気、制御にかかわる重要な部分の表を下記に示します。

基本安全原則 内容

正しい保護ボンディング
制御回路の一方、各電磁装置の動作コイルの一端，又は他の電気装置の1終端を、保護ボンディング回路に接続

する（IEC 60204-1の9.4.3.1参照）

絶縁状態の監視
地絡を示すか、地絡が発生したときに回路を自動的に遮断する絶縁監視装置を使用（IEC 60204-1の6.3.3を

参照）

非通電の使用

安全な状態はエネルギーを放出する事で得られる。エネルギーは動作の起動する際に供給される。
運転モード、保守モード等の様々なモードを考慮する。
-入力用の常時閉（NC）接点（押しボタン及び位置スイッチ）及びリレー用の常時開（NO）接点を使用（電気システム）

注記：エネルギーの損失/電気供給の低下が危険をもたらす場合（保持力の損失によるワークの落下等）は、この
原則に従ってはならない。

過渡電流の抑制
抑制素子（RC、ダイオード、バリスタ）を接点に対してではなく負荷に対して並列に使用する。

注記：ダイオードはスイッチを切る時間を増加させる。

予期しない起動に対する保
護

予期しない起動（例えば、電源復帰後）を防止する（ISO 12100の6.2.11.4、ISO 14118、及びIEC 
60204-1参照）。

制御回路の保護 制御回路はIEC 60204-1の7.2及び9.1.1に従い保護されるのが望ましい。

冗長回路における直列に接
続された接点の順次動作

両方の接点の溶着による共通モード故障を回避するために、オン・オフ切替えが同時に行われないようにする。これに
よって接点の一つは常に電流が流れない状態で切り替わる。
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まず、「正しい保護ボンディング」と「絶縁状態の監視」について説明します。これはIEC 60204-1の「制御回路の
機能不良からの保護」、「絶縁故障」に対する対応と同じ内容になります。「正しい保護ボンディング」または「絶縁状
態の監視」のどちらかを選択することになります。通常は「正しい保護ボンディング」を選択しますが、絶縁故障時（地
絡発生時）に電源遮断をおこなうと不都合がある場合や直流制御回路でNPN出力機器を使用する場合に「絶縁
状態の監視」を行うのが通常です。直流制御回路の場合はPNP出力機器の使用を大前提としています。ここでは
「正しい保護ボンディング」について説明します。

基本安全原則 内容

正しい保護ボンディング
制御回路の一方、各電磁装置の動作コイルの一端，又は他の電気装置の1終端を、保護ボンディング回路に接続

する（IEC 60204-1の9.4.3.1参照）

直流制御回路の場合

+V -V

直流電源

PNP
センサ

地絡

電源遮断

負荷に
電流は
流れない

交流制御回路の場合

100V 0V

トランス

センサ

負荷

地絡

電源遮断

負荷に
電流は
流れない

地絡電流 地絡電流

遮断器 遮断器

① ①

②②

③③

負荷

交流制御回路は0V側、直流
制御回路は-側を保護ボンディ
ング回路に接続します。 -側を
保護ボンディング回路に接続す
る為、機器の出力極性はPNP
でなければなりません。このよう
にすることで、地絡発生時に保
護ボンディング回路を経由し、
短絡時と同じような大電流が
流れます。大電流が流れる事
で遮断器が作動し、回路の電
源が遮断され機械が停止しま
す。
この考えは機能ボンディング

に分類されます。
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前のページの続きです。「正しい保護ボンディング」と「絶縁状態の監視」は地絡を検出するために行います。地絡と
書きましたが、実際には地絡は交流/直流制御回路の導体が断線等により機械の露出導電性部（金属部）に触
れることを指します。前のページで「交流制御回路は0V側、直流制御回路は-側を保護ボンディング回路」と書きま
したが、これだけでは地絡を検出することができません。地絡を検出するためには、機械の露出導電性部（金属
部）を確実に保護導体で保護ボンディング回路に接続する必要があります。このようにすることで、地絡発生時に保
護ボンディング回路を通じて電流のループができ、機械を停止することができます。

保護導体

マニピュレータロボットコントローラ制御盤

保護導体

保護導体

その他の機器

保護ボンディング回路

ワンポイント

IEC 60204-1では保護導体は緑
と黄色2色の組合せで識別することに
なっています。
北米のNFPA79及び日本の内線

規定では緑色での識別も使用可能
となっていますが、緑と黄色2色の組
合せが国際規格の標準ですので緑と
黄色2色の組合せの使用を推奨しま
す。

緑/黄のストライプ



PL（パフォーマンスレベル）：基本安全原則

第3章 付録1

110

「絶縁状態の監視」について説明します。絶縁故障時（地絡発生時）に電源遮断をおこなうと不都合がある場合
や直流制御回路でNPN出力機器を使用する場合に「絶縁状態の監視」を行います。
電源が非接地の回路（浮いている回路）ではこのように絶縁監視を行い、地絡を検出した場合に地絡の表示を

したり、電源を遮断します。欧米ではこのような方法が一般的に行われています。
ISO 13849ではIEC 60204-1を引用している部分がありますので、ISO 13849だけではなくIEC 60204-

1も理解しておく必要があります。

回路に絶縁監視器を設置し
絶縁状態を監視します。回路が
保護ボンディング回路に接続さ
れていないため、地絡発生時に
故障電流は流れません。このた
め、地絡を検出するための絶縁
監視器を設置します。
絶縁監視器を製造している国

内メーカはないので、欧州、北
米のメーカから部品調達する必
要があります。

基本安全原則 内容

絶縁状態の監視
地絡を示すか、地絡が発生したときに回路を自動的に遮断する絶縁監視装置を使用（IEC 60204-1の6.3.3を

参照）。

-V +V

直流電源

NPN
センサ

地絡

100V 0V

トランス

センサ

地絡

遮断器 遮断器

地絡検出 地絡検出

①

②

①

②

負荷 負荷

絶縁
監視器

絶縁
監視器

直流制御回路の場合交流制御回路の場合
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「エネルギー非供給状態の原則の使用」について説明します。「安全な状態はエネルギーを放出する事で得られる。
エネルギーは動作の起動する際に供給される」は意味が分かりやすいですが、「-入力用の常時閉（NC）接点（押
しボタン及び位置スイッチ）及びリレー用の常時開（NO）接点を使用（電気システム）」に関しては、意味が分
かりますでしょうか？この文章ではあまり意味が分からないですよね。下図では扉閉LSが入力用の常時閉接点でリ
レーKMの接点がリレー用の常時開接点になります。

この図のような回路構成にすることで＋V、
-V間の制御電源がオフしても、動力電源
がオフしてもモータMは停止します。
また、制御回路内に断線が発生しても、

KMがオフすることでモータMは停止します。
機械安全の思想には「人は間違える、機

械は故障する」というのがあります。通常の
動作ができるだけでなく、故障が発生した
時にどのようになるのかを考え、故障時でも
安全を確保する考えかたをする必要があり
ます。

基本安全原則 内容

非通電の使用

安全な状態はエネルギーを放出する事で得られる。エネルギーは動作の起動する際に供給される。
運転モード、保守モード等の様々なモードを考慮する。

-入力用の常時閉（NC）接点（押しボタン及び位置スイッチ）及びリレー用の常時開（NO）接点を使用（電気システム）
注記：エネルギーの損失/電気供給の低下が危険をもたらす場合（保持力の損失によるワークの落下等）は、この原則

に従ってはならない。

KM

扉閉

＋V -V

動力

M
KM

モータ

入力用の常時閉接点

リレー用の常時開接点

LS

入力用の常時閉接点、リレー用の常時開接点の例
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「過渡電流の抑制」について説明します。これは誘導負荷に対してサージ対策を行う事をさします。誘導負荷の代
表的なものとしてコイル、ソレノイドなどがあります。誘導負荷がオフする時に逆起電力によりサージが発生します。こ
のサージを吸収するためにRCやダイオードなどを負荷に対して並列に接続します。注記にも書いてあるように、ダイ
オードを取付けることで、コイルがオフするまでの時間が多少長くなります。
特別な場合を除き、この遅れによる問題は発生しないと思いますしコストもそれほどかからないので、誘導負荷に対

しては標準でサージ対策を行ったほうがよいと思います。

基本安全原則 内容

過渡電流の抑制
抑制素子（RC、ダイオード、バリスタ）を接点に対してではなく負荷に対して並列に使用する。

注記：ダイオードはスイッチを切る時間を増加させる。

KM

＋V -V

KM

100V 0V

RC ダイオード

交流サージ対策例と波形 直流サージ対策例と波形

出典：オムロン
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「予期しない起動に対する保護」について説明します。予期しない起動の防止で、電源復旧後の予期しない起動を
防止する代表的な手法として自己保持回路を構成する手法があります。
自己保持回路を構成することで、電源オフ後に再度起動操作を行わないと起動しない回路にすることができます。

基本安全原則 内容

予期しない起動に対する保護
予期しない起動（例えば、電源復帰後）を防止する（ISO 12100の6.2.11.4、ISO 14118、及びIEC 60204-1参

照）。

＋V -V

KM

起動

自己保持回路の例

KM

動力

M
KM

モータ

停止

自己保持回路を用いず、ラッチ式のスイッチ（ト
グルスイッチ、セレクトスイッチ、オルタネイト式押し
釦など）を用いて回路を構成するとスイッチがオン
の状態を保持しているので電源復旧後に再起動
する恐れがあります。

地震発生後に起こる通電火災も同様な原理で
発生します。ヒーターなどのスイッチがオンの状態
で地震が発生すると、地震による停電でヒーター
は停止します。その後、停電が復旧するとスイッチ
がオン状態のまま電源復旧するので自動的に電
源が入り火災が発生します。

ラッチ式スイッチ
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「制御回路の保護」について説明します。IEC 60204-1の7.2は「過電流保護」、9.1.1は「制御回路電源」の
項目になります。7.2項の中の7.2.8「過電流保護機器の配置」と9.1.1は「制御回路電源」について説明します。
日本の電気設備の技術基準の解釈にも7.2.8「過電流保護機器の配置」と同じように分岐回路用の過電流保

護器を設ける規定がありますが、電気設備の技術基準の解釈にはIEC 60204-1にはない過電流保護器を省略
できる除外規定があります。ですので、電気設備の技術基準の解釈に従っているからと言って基本安全原則の「制
御回路の保護」を満足しているとは限らないので注意が必要です。

基本安全原則 内容

制御回路の保護 制御回路はIEC 60204-1の7.2及び9.1.1に従い保護されるのが望ましい。

過電流保護機器の配置

下記の全ての条件を満足しな
い限り、導体断面積の減少、導
体電流容量が減少する場所に
過電流保護機器を配置しなけ
ればならない。
① 全ての導体の電流容量が、
少なくとも負荷電流容量以
上。

② 導体の電流容量が減少す
る点から過電流保護機器ま
での導体長が3mを超えな
い。

③ 短絡する可能性が小さい方
法で導体を布設する。例えば，
エンクロージャ又はダクトで保
護する。

分岐
ブレーカ

断路器（主幹
ブレーカ）

3
m
以
内

負荷容量
以上

エンクロージャ内
に機器配置

制御回路電源

交流制御回路電源は絶縁変圧器を介して供給し、直流電源にも絶
縁変圧器を介して電源を供給する（IEC 61558 -2-16、OVC3製品
は除外）。

絶縁
変圧器

電力回路

直流
電源

交流制御
回路電源

直流制御
回路電源

-V

+V

ワンポイント

IEC 60204-1では電力回路を黒、交流制御回路を赤、
直流制御回路を青で識別することになっています。
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「冗長回路における直列に接続された接点の順次動作」について説明します。順次動作を行う事ができる場合は限
られるかも知れませんが、考え方は役に立つと思いますので説明します。
下図の示すようにモータなどの負荷に対して接点を直列に接続し、モータを回転、停止させるのは片側の接点（下

図KM2)のみが行います。このようにすることで、モータを回転、停止させない接点（下図KM1）は回転、停止時
の負荷を受けないので溶着を回避できオフ時に確実に回路を遮断できます。

基本安全原則 内容

冗長回路における直列に接
続された接点の順次動作

両方の接点の溶着による共通モード故障を回避するために、オン・オフ切替えが同時に行われないようにする。
これによって接点の一つは常に電流が流れない状態で切り替わる。

動力

M
KM1

モータ
KM2

モータ
回転時

回転

動力

M
KM1

モータ
KM2

動力

M
KM1

モータ
KM2

動力

M
KM1

モータ
KM2

動力

M
KM1 モータ

KM2

オン

オン

オフ

オフ
モータ
停止時

停止

例として、冗長化された電磁接触器KM1、2でモータを回
転させる場合の順次動作を示す。

①KM1オン
②KM2オン→回転
③KM2オフ→停止
④KM1オフ

モータの回転/停止は、KM2が行う。誘導モータの回転時
は入りで6倍程度の始動電流が流れるため、KM2の接点に
大きな負荷がかかる。しかし、KM1の接点はモータを起動し
ないので大きな負荷はかからない。

KM1の接点に負荷がかからないようにすることで、KM1には
溶着などの危険側故障を防止し、KM1で確実に回路をオフ
できるようにする。

①

②

③

④

冗長回路における直列に接続された接点の順次動作の例
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すべてのカテゴリで基本安全原則、カテゴリ1では十分吟味された構成部品、カテゴリ1以上では十分吟味された
安全原則を用いることとなっています。十分吟味された構成部品とは規格に従って製造された部品のことをさします。
カテゴリ1では規格に従って製造された部品を用いることで、主として信頼性の向上により安全性を高めるアプローチ
を取ります。カテゴリ2以上では主として構造によって安全性を高めるアプローチを取ります。ここでは、十分吟味され
た安全原則のうち電気、制御にかかわる重要な部分に関して説明します。

十分吟味された安全原則 内容

ポジティブな機械的結合接点
ポジティブな機械的結合接点を利用する。例えば、カテゴリ2、3及び4のシステムの監視機能に対して（EN 

50205、IEC 60947-4-1の附属書F、IEC 60947-5-1及び追補1の附属書L参照）。

ポジティブモード作動
弾性要素（例えば，アクチュエータとコンタクタ間のばね）がない形状によって直接の動作を伝達する（ISO 

14119の5.1、及びISO 12100の6.2.5参照）。

故障（障害）モードの非対称 可能な限り装置又は回路は，安全側故障又は安全側状態に遷移するのが望ましい。

障害の可能性を最小化する 安全関連機能は他の機能から分離する。

カテゴリと安全性、信頼性の関係

信頼性

安全性

カテゴリ
1

主として信頼性
≒安全性

カテゴリ
2

カテゴリ
3 カテゴリ

4

主として構造
≒安全性

ワンポイント

カテゴリB、1の安全性は「主としてコンポーネントの選択によって特徴づ
けられる」のでコンポーネントの信頼性により安全性を向上します。
カテゴリ2～4の安全性は「主として構造によって特徴づけられる」ので主

としてカテゴリの構造により安全性を向上させます。カテゴリ2以上はカテ
ゴリが上がるにつれて構造が複雑化します。構造が複雑化することで、部
品点数が増加し故障率（安全側故障）は増加します。故障率が増加
し信頼性は低下しますが、構造により安全性は向上します。カテゴリ2以
上では、信頼性を犠牲にし、安全性を向上させるアプローチをとっていま
す。

カテゴリ
B
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「ポジティブな機械的結合接点」について説明します。
ポジティブな機械的結合接点は接点の溶着（危険側故障）を監視するために用います。監視方法はN.C.接点

をコイル作動前にオフチェックをおこなう、又はN.C.接点をEDM（External Device Monitoring）で常時監
視します。ISO 13849-2では「EN 50205」、「IEC 60947-4-1の附属書F」、「IEC 60947-5-1及び追補
1の附属書L」に示す3種類の接点が記載されています。

十分吟味された安全原則 内容

ポジティブな機械的結合接点
ポジティブな機械的結合接点を利用する。例えば、カテゴリ2、3及び4のシステムの監視機能に対して（EN 

50205、IEC 60947-4-1の附属書F、IEC 60947-5-1及び追補1の附属書L参照）。

強制ガイド接点付き
リレー

一般的にリレーでは強制ガイド接点、電磁接
触器又は電磁開閉器ではミラーコンタクトが用
いられます。強制ガイド接点付きリレー、ミラーコ
ンタクト又はリングドコンタクトのいずれかの要
件を満たしていないと溶着監視は保証されませ
ん。

ÅEN 50205：強制ガイド接点付きリレー

ÅIEC 60947-4-1の附属書F:ミラーコンタクト

ÅIEC 60947-5-1及び追補1の附属書L：リングドコンタクト

ミラーコンタクト
（電磁接触器）

出典：オムロン、三菱電機

ワンポイント

強制ガイド接点付きリレーを「セーフティリレー」と呼称するこ
とがありますが、この呼称はあまり推奨されません。JIS Z
8051では「“安全”及び“安全な”という用語は、特に有益
なその他の情報を伝えない場合には、形容詞としての使用
は避けることが望ましい」としているため強制ガイド接点付き
リレーと呼称したほうがよいと思います。
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「ポジティブモード作動」について説明します。インターロック装置の規格（ISO 14119）ではポジティブモードと
言います。
下記は直接開路動作機構を有するリミットスイッチを用いたポジティブモードの例です。安全用のリミットスイッチは

セーフティリミットスイッチなどと称されて販売されていますが、ポジティブモードで構成をしなければ通常のリミットス
イッチと同様な物になります。ドアスイッチ、電磁ロック式ドアスイッチなどの機械的接点を有するインターロック装置も
機構は違いますがポジティブモードになっています。

十分吟味された安全原則 内容

ポジティブモード作動
弾性要素（例えば，アクチュエータとコンタクタ間のばね）がない形状によって直接の動作を伝達する（ISO 

14119の5.1、及びISO 12100の6.2.5参照）。

ガードの開口

ガード閉（信号オン） ガード開（信号オフ）

プランジャー
押

ガード開

ガード ガード

ポジティブモードの動作の例

電気が
流れる

接点接続

バネで押して
接点が接続

プランジャーの力
で直接接点
を切り離す

ポジティブモードの動作
を行う場合、機械的接点
部品は直接開路動作機
構 を有する必要があ
ります。
ガード開になるとプラン

ジャーを押す力で直接接
点を乖離させます。機械
的な力を直接接点に伝
える事で確実に回路を断
路し機械を停止させます。
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「非対称故障モードの構成部品」について説明します。非対称故障モードの部品とは危険側故障率が少ない、言
い換えると安全側故障に遷移することが多い機器をさします。安全側故障のみしか発生しなければ、フェールセーフ
と言ってもいいでしょう。電流ヒューズなどは大電流が流れるとヒューズが溶断し電流を確実に遮断する為、適切な選
定を行っていればフェールセーフな部品と言ってもいいでしょう。

十分吟味された安全原則 内容

故障（障害）モードの非対称 可能な限り装置又は回路は，安全側故障又は安全側状態に遷移するのが望ましい。

λD：
危険側故障率

λS：
安全側故障率

対象故障モード
の機器

λD：
危険側故障率

λS：
安全側故障率

非対象故障モード
の機器

フェールセーフの概念

故障が発生し信頼性（可用性）を失っても、安全性は継続する。
安全側故障だけしか発生せず、危険側故障が発生しない状態。

安全性

信頼性 信頼性

稼働 保守 稼働

故障

引用：日本信号
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「障害の可能性を最小化する」について説明します。内容に「安全関連機能は他の機能から分離する」とありますが、
目的は機能部の故障が安全性に影響を及ばなくするためです。ランダムハードウェア故障だけでなく、機能部のソフ
トウェアのバグなどの決定論的故障の影響も抑制することができます。下図に示すようにPLCなどの機能部と
SRP/CS（制御システムの安全関連部）を分離します。

安全検出機能

非安全関連部

判断機能

動力制御機能

通常の信号

安全信号

起動

制御システムの安全関連部（SRP/CS）機能部

動力機構

分離

十分吟味された安全原則 内容

障害の可能性を最小化する 安全関連機能は他の機能から分離する。
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「カテゴリ3と4の違い」について説明します。カテゴリ3も4も「いずれの部分の単一の障害も安全機能の喪失を招か
ない」とあるので、入力、論理部、出力部とも冗長化（2重化）されてなければなりません。また、単一の障害が検
出される必要があるので論理部はクロスモニタされた安全リレーユニット又は安全PLC、出力はオフチェック又は
EDMができる強制ガイド式リレー、電磁接触器又はソレノイドなどが必要です。カテゴリ3、4は論理部、出力部は
同じ回路構成で問題ありません。

カテゴリ 要求事項の要約抜粋

3
－いずれの部分の単一の障害も安全機能の喪失を招かない。かつ、
－合理的に実施可能な場合は常に単一の障害が検出される。

4
－いずれの部分の単一の障害も安全機能の喪失を招かない。かつ、
－単一の障害は、安全機能に対する次の動作要求時、又はそれ以前に検出される。それが不可能な場合、障害の蓄積が安全機

能の喪失を招かないこと。

+V

安全リレーユニットの盤内出力回路の例

KM
1

KM
2KM1 KM2

-V

K
1

K
2

A1 A2

13 14

23 24

T31

T32

+V

安全PLCの盤内出力回路の例

-V

A1 A2

I1 Q1

I2

X1 PLS

X2 PLS

Q2

KM
1

KM
2

KM1 KM2

注：入力部は省
略しています。

注：入力部は省
略しています。

ワンポイント

回路の例はN.C接点
の直列入力、出力コイル
が並列接続になっており
カテゴリ3,4の構造と異
なりますが、安全機器を
筐 体 内 に 収 納 し
ISO13849-2 の 障 害
の除外を適用することで
このような回路も可能に
なります。

障害の除外 障害の除外

障害の除外

障害の除外
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「カテゴリ3と4の違い」についての説明の続きです。カテゴリ4では単一の障害を動作要求時、又はそれ以前に検出
するか、検出が不可能な場合、障害の蓄積が安全機能の喪失を招かないこととしています。入力機器自身にカテゴ
リがあり、機器メーカが保証しているライトカーテンなどはよいのですが、電気機械式部品の非常停止釦やドアスイッ
チなどは機器それ自身で単一の障害の検出はできません。また、入力機器の配線に関しては冗長化だけでは障害の
蓄積により、安全機能の喪失を招きます。

カテゴリ 要求事項の要約抜粋

4
－いずれの部分の単一の障害も安全機能の喪失を招かない。かつ、
－単一の障害は、安全機能に対する次の動作要求時、又はそれ以前に検出される。それが不可能な場合、障害の蓄積が安全機

能の喪失を招かないこと。

電気機械式部品の入力機器の単一の障害の検出をするための方法は以下に示す2つのアプローチが考えられま
す。

① ISO13849-2の障害の除外を適用する。
② 論理機器（安全リレーユニット、安全PLC）により入力機器が監視される。

①を選択した場合、ISO13849-2の表D.8では接点の危険側故障である「接点が開かない」に関して
「IEC60947-5-1附属書Kに基づく接点の場合、開くと期待される」としています。これにより、このような障害が発
生しないこととし障害を除外します。②とした場合は論理機器メーカにどのような入力機器の監視を行っているのか
確認する必要があります（監視方法によりDCが決定します）。冗長化された配線に関しては、障害の検出が不
可能なので障害の蓄積が安全機能の喪失を招かないために、短絡+公差短絡が発生した場合でも安全機能の
喪失を招かない回路構成にする必要があります。

ワンポイント

本説明にはドアスイッチなどの機械的アクチュエータの冗長化に関しては考慮に入れていませんので、ご注意ください。
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カテゴリ4では、入力部に対して単一の障害を検出するか、障害の蓄積が安全機能の喪失を招かないことが
必要な条件となります。入力部は入力機器と配線で構成されます。ですので、入力機器には単一障害の検出、
入力配線に関しては障害の蓄積が発生しても安全機能の喪失を招かない必要があります。
電気機械式部品の入力機器に関しては障害の除外が適用できますが、配線に関しては障害の蓄積が発生し

ても安全機能の喪失を招かない必要があります。それでは、入力配線の障害の蓄積とはどのようなものでしょう
か？

配線の障害の蓄積は「短絡と交差短
絡が発生した例」で示すように+24と
信号1又は信号2間の短絡、信号1と
信号2間の短絡（交差短絡）が発
生した場合です。
図に示すカテゴリ3の回路では障害

の蓄積によりドアスイッチは無効化され
危険側故障が発生します。
カテゴリ4ではこのような2つの短絡が

同時に発生した場合でも安全機能の
喪失を招いてはいけません。
では、具体的にどのような手法によっ

て達成できるのでしょうか？

T11

T12

T23

ドアスイッチ 安全リレーユニット

信号1

T21

短絡と交差短絡が発生した例

＋24

信号2

短絡により
信号1、2とも
故障

短絡 交差
短絡

ワンポイント

電気機械式部品の直接開路動作機構のN.C接点のリミットス
イッチとN.O接点のリミットスイッチで可動式ガードの閉を確認する
場合は、プラウザビリティ（確かさ）チェックをしているとして入力
機器を監視していることにすることもできます（ISO 13849-2
E.4.2）。
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「カテゴリ3と4の違い」についての説明の続きです。入力の配線でカテゴリ4を達成するためには、短絡と交差短絡
が発生しても安全機能が喪失しないようにしなければなりません。交差短絡を検出する方法として、下記に示す3つ
の手法がよく使われます。
① 論理機器の入力極性の入替え
② 論理機器の入力パルスチェック
③ 入力機器の出力パルスチェック

T11

T12

T21

T22

極性+

極性-

T0

I0

T1

I1

ドアスイッチ 安全PLC

極性+（T0パルス）

極性+（T1パルス）

ドアスイッチ 安全リレーユニット

T11

T12

T21

T23

ライトカーテン 安全リレーユニット

極性+ （LCパルス）

OSSD2

+V

OSSD1

極性+ （LCパルス）

T0

I1

T1

I2

ライトカーテン 安全PLC

OSSD2

OSSD1
極性+ （LCパルス）

極性+ （LCパルス）

+V

① 論理機器の入力極性の入替え ② 論理機器の入力パルスチェック

③ 入力機器の出力パルスチェック ③ 入力機器の出力パルスチェック

交差短絡 交差短絡

交差短絡交差短絡

・入力極性の入替え
主に安全リレーユニット

に使われる手法です。交
差短絡発生時にはプラ
スとマイナスが短絡、短
絡により電源が遮断され、
出力がオフします。

・パルスチェック
冗長信号に異なるタイ

ミングで短時間だけオフ
するパルスを付加します。
交差短絡発生時には、
短絡によりオフパルスが
消失します。このオフパ
ルスの消失を検出する
ことで交差短絡を検出
します。
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MTTFd（平均危険側故障時間）はISO 13849-1で「危険側故障を生じるまでの平均時間の期待値」と定
義されています。単位は「年」です。リレー、電磁接触器などの電気機械式部品は操作回数によりMTTFdが決定し
ます。B10d（10パーセント危険側故障回数）とNop（年間の平均運転回数）からMTTFdを計算します。
B10（10パーセント故障回数）が分かっていてB10dが分からない場合はB10d=B10x2の計算式でB10dを
求めてもよい事になっています。

MTTFd=B10d/ （0.1xNop ）

MTTFd（年）：平均危険側故障時間
B10d（回）：10パーセント危険側故障回数
Nop（回/年）：年間の平均運転回数

MTTFdの計算式

Nop=DopxHopx3600/ Tcycle

Nop（回/年）：年間の平均運転回数
Hop（時間/日）：1日当たりの平均運転時間
Dop（日/年）：1年当たりの運転日数
Tcycle（秒/サイクル）：コンポーネントの使用サイクル

Nopの計算式

ワンポイント

･MTTFd又はB10dの取得
MTTFd又はB10dはコンポーネントメーカより取得しま

す。
コンポーネンメーカより取得できない場合は、ISO

13849-1の附属書C又は附属書Dに記載する方法を使
用します。それでも分からない場合は、MTTFdとして10
年を選択します。

ワンポイント

･累積危険側故障率
平均危険側故障時間が経過した時に累積50%のコン

ポーネントが危険側故障すると思いがちですが、実際に
は平均危険側故障時間が経過した時には累積63%の
コンポーネントが危険側故障を起こしている計算になりま
す。
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単一チャンネルのMTTFdの計算方法と、異なるチャンネルのMTTFdの計算方法を説明します。単一チャンネルは
カテゴリB、1の構造を表わし、異なるチャンネルはカテゴリ3、4の冗長系の構造を表わしています。
単一チャンネルのMTTFdは各コンポーネントのMTTFdから計算し、異なるチャンネルのMTTFdの計算は、単一

チャンネルMTTFdc1とMTTFdc2から計算します。

n

1/MTTFd=∑1/MTTFdi=1/MTTFd1+1/MTTFd2+…+1/MTTFdn
i=1

MTTFdi：各単一コンポーネントのMTTFd

単一チャンネルのMTTFdの計算式

MTTFd1 MTTFd2 MTTFdn…単一チャンネル

異なるチャンネルのMTTFdの計算式

MTTFdc1

MTTFdc2

MTTFd＝2／3（MTTFdc1＋MTTFdc2-1／（1/MTTFdc1+1/MTTFdc2 ））
MTTFdc1：チャンネル1のMTTFd
MTTFdc2：チャンネル2のMTTFd

異なるチャンネル
チャンネル1

チャンネル2
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前のページで異なるチャンネルのMTTFdの計算方法を説明しましたが、チャンネル1のMTTFdとチャンネル2の
MTTFdが同じ値だった場合の全体としてのMTTFdは1チャンネルのMTTFdと同じ計算結果となります。
これ、なんかおかしいですよね。2チャンネルに冗長化すれば2チャンネルとも故障しないと全体としては故障しな

いので、全体のMTTFdは当然長くなるはずです。なぜ長くならないのでしょうか？ワンポイントも読んでください
ね。

同一チャンネルのMTTFdの計算式

MTTFd=MTTFdc
MTTFdc：チャンネル1のMTTFd
MTTFdc：チャンネル2のMTTFd

同一チャンネル MTTFdc=

同一チャンネル

=
単一チャンネル

MTTFdc

MTTFdc

チャンネル1

チャンネル2

MTTFd1 MTTFd2 MTTFdn…

MTTFd1 MTTFd2 MTTFdn…

MTTFd1 MTTFd2 MTTFdn…

ワンポイント

冗長化しても全体のMTTFd
が同じになる理由は、前のペー
ジに示す異なるチャンネルの
MTTFdの計算式に2/3を乗
じているためです。冗長系の
MTTFdの計算式は2/3を乗
じないのが正しい計算式になり
ます。
ISO 13849-1では危険側

故障率の低いコンポーネントで
構成し安全性を確保すること
を過小評価（調和）するため、
わざわざ2/3を乗じています。
危険側故障率より構造（カ

テゴリ）を重視した形となって
います。
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計算式よりMTTFdの値（年）が計算できますが、ISO 13849-1では計算値から下記表に従ってMTTFdを
「低」、「中」、「高」の3つのレベルに区分けします。下記表の赤字で示すように各チャンネルのMTTFdは100年に制
限しなければなりません。ですので、各チャンネルのMTTFdが100年を超える場合、MTTFdは100年になります。
ただし、カテゴリ4のMTTFdに限っては最大2,500年までに制限してよいことになっています。

表4-各チャンネルの平均危険側故障時間

MTTFd

各チャンネルの指定表示 各チャンネルの範囲

“低” 3年≦MTTFd＜10年

“中” 10年≦MTTFd＜30年

“高” 30年≦MTTFd＜100年

注記1 各チャンネルのMTTFdの範囲選択は現在の技術水準としてその分野で見られる故障率に基づいておりPLのログス
ケールに対応して類似のログスケールを形成する。3年未満の各チャンネルのMTTFd値は、現実のSRP/CSで起こり
得るということは予想していない。市場の全てのシステムのうちおよそ30%が1年後に故障し、かつ、取り替えることにな
るということを意味するからである。100年を超える各チャンネルのMTTFd値は、受け入れ不可能である。理由は、高リ
スク対応のSRP/CSは、コンポーネントの信頼性だけに依存しないほうがよいからである。システマティック故障及びラン
ダム故障に対してSRP/CSを強化するためには冗長系、かつ、試験付きのような追加手段を必要とすることが望ましい。
実用的にはMTTFdの範囲は、3通りに制限される。各チャンネルにおけるMTTFd値を最大100年に制限することは安
全機能を実行する当該SRP/CSの単一チャンネルに対して適用される。より高いMTTFd値は、単一コンポーネントで
使用することができる（ISO13849-１表D.1参照）

注記2 この表の各チャンネル間のしきい値は、5%の誤差範囲内を想定している。
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ここでは、DC（診断範囲）について説明します。前にも書きましたが、DCは危険側故障のうちどれだけの割合が
検出されるかをパーセントで表したものになります。
ISO 13849-1附属書Eに「表E.1-診断範囲（DC）の見積もり」があり入力装置、論理、出力装置に対して方

策が示されています。直接開路動作機構を有する入力機器のDCに関しては、論理機器により選択される方策が一
つとならないので、ここでは直接開路動作機構を有する入力機器に関しては障害の除外を適用することにしたいと思
います。実際の入力機器のDCに関しては、論理機器メーカに確認ください。

機器 要件 方策 DC
障害の
除外

備考

入力

非常停止釦 直接開路動作機構を有する機器 N/A N/A 適用 カテゴリ2以外は構造的に
入力機器のモニタ（監視）
は行われていないため。
ISO 13849-2、表Ｄ.8、

「接点が開かない」、
「IEC 60947-5-1附属書
Kに基づく接点の場合、開く
と期待される」。直接開路動
作機構。※1

カムスイッチ 直接開路動作機構を有する機器 N/A N/A 適用

リミットスイッチ 直接開路動作機構を有する機器 N/A N/A 適用

ドアスイッチ 直接開路動作機構を有する機器 N/A N/A 適用

電磁ロック式ドアスイッチ 直接開路動作機構を有する機器 N/A N/A 適用

トラップドキー 直接開路動作機構を有する機器 N/A N/A 適用

出力

電磁接触器 N.C接点のモニタ 直接監視 99% 不可 ミラーコンタクトなど

強制ガイドリレー N.C接点のモニタ 直接監視 99% 不可

ソレノイドバルブ N.C接点のモニタ 直接監視 99% 不可 監視機能付きの場合※2

※1） ここでは、障害の除外を適用しているが、入力機器のDCに関しては論理機器メーカに確認していただきたい。

※2） ソレノイドバルブが監視機能付きの場合は方策として直接監視になるが、通常のソレノイドバルブの場合、位置監視機能はないのでカテゴリ
Bまたは1になり、DCは「なし」になる。
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ISO 13849-1附属書Eに「表E.1-診断範囲（DC）の見積もり」から各コンポーネントのDCは評価できますが、
安全機能のDCavg（平均診断範囲）を求める必要があります。
下記計算式に示すように、各コンポーネントのDCと各コンポーネントのMTTFdから安全機能又はサブシステムの

DCavg（平均診断範囲）を求める必要があります。カテゴリB、1は構造的にモニタがないのでDCの計算は不要
です。

DCavg（平均診断範囲）の計算式

DCavg=
DC1/MTTFd1+DC2/MTTFd2+…+DCn/MTTFdn

1/MTTFd1+1/MTTFd2+…+1/MTTFdn
DCavg（%）：平均DC
DC1～DCn（%） ：各コンポーネントのDC
MTTFd1～MTTFdn（年）：各コンポーネントのMTTFd

ワンポイント

各コンポーネントのDCがす
べて99%の場合、当然で
すがDCavgは各コンポーネ
ン ト の DC の 平 均 な の で
99%になりますので計算の
必要はありません。
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計算によりDCavg（平均診断範囲）を求めましたが、MTTFdと同様に下記表に従ってDCavgを「なし」、「低」、
「中」、「高」の4つのレベルに区分けします。カテゴリ4の場合、DC（DCavg）は99%「高」でなければなりません。

表5-診断範囲

DC

DCの指定表示 DCの範囲

“なし” DC＜60 %

“低” 60%≦DC＜90 %

“中” 90%≦DC＜99 %

“高” 99%≦DC

注記1 複数の部分で構成されるSRP/CSではDCに対して平均のDC（DCavg）を図5、箇条6及び附属書EのE.2に示
すように使用する。

注記2 DCの範囲の選択は60%、90%及び99%のキー値に基づく。これは試験の診断範囲を扱う他の規格（例えば
IEC61508規格群）でも設定される。特徴としてDC自体ではなく（100−DC）%の計測の方が試験の効果に対
して有効であるということが調査によって示される。キー値の60%、90%及び99%に対する（100−DC）%はPL
のログスケール対応の類似のログスケールを形成する。60%未満のDC値は、試験のシステムの信頼性に関して僅かな
効果しか有しない。したがって“なし”とする。複雑なシステムに対する99%以上のDC値は、達成することが困難である。
実用的には、範囲数は4通りに制限される。この表の各DCのしきい値は、5%の誤差内を想定する。
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CCF（共通原因故障）は下記表をもちいて、見積ります。合計が65点以上になる必要があります。カテゴリB、1
は冗長系でないため、CCFを考慮する必要はありません。

No CCFに対する方策 得点

1 分離又は隔離

信号経路間の物理的な分離、例えば、
ー 配線及び配管での分離
ー 動的試験によるケーブルの短絡及び断線の検出
ー 各チャンネルの信号経路の個別シールド
ー プリント基板上での回路間の十分なクリアランス及び沿面距離

15

2 多様性（ダイバーシティ）

異なる技術的方式、設計又は物理的原理の使用、例えば、
ー 第1チャンネルは電子又はプログラマブル電子方式で、第2チャンネルは、電気機械式ハードワイヤ方式
ー 安全機能の各チャンネルは異なる信号によって始動（例えば、位置、圧力、温度）

及び/又は
デジタル及びアナログによる測定（例えば、距離、圧力又は温度）
及び/又は
異なる製造業者によるコンポーネント

20

3 設計、適用又は経験

3.1 過電圧、過圧力、過電流、過熱などに対する保護 15

3.2 使用のコンポーネントは、“十分吟味されている” 5

表E.1-採点方法及びCCFに対する方策の定量化
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No CCFに対する方策 得点

4 査定・分析

制御システムの安全関連部の各部に対して、FMEAが実施されており、その結果は、設計段階においてCCFを回避するために
考慮されている。

5

5 適格性（能力）、訓練

CCFの原因及び結果を理解できるような設計者の訓練 5

6 環境面

6.1

電気/電子システムに対して、適切な規格（例えば、IEC61326-3-1）に従ったCCFに対する汚染防止及び電磁妨害の
防止（EMC）
流体システム：圧力媒体のろ過、ほこりの侵入の防止、圧縮空気の水抜き、例えば、圧力媒体の純度に関してはコンポーネ

ント製造業者の要求事項に従う。
注記 流体システムと電気システムとの組合せに対しては、これらの両面を考慮することが望ましい。

25

6.2
他の影響
温度、衝撃、振動、湿度などの全ての環境関連（例えば、関連規格で規定される）の影響に対して耐性の要求事項を考慮
する。

１０

合計
最大
100

合計得点 CCFを回避するための方策a）

65点以上 要求事項に適合

65点未満 要求事項に不適合⇒追加方策の選択

注a） 技術方式上の方策が関連しない場合でも、この欄で算定された得点は、包括的な計算のときに考慮することができる。

表E.1-採点方法及びCCFに対する方策の定量化
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説明してきた、カテゴリ、MTTFd、DC（DCavg）、CCFからPLを見積ります。見積りは「図5-カテゴリ、
DCavg、各チャンネルのMTTFdとPLとの関係」を用いて見積ります。PFHdを求めたい場合は、ISO 13849-1
附属書Kを参照し、PFHdを求めてください。
使い方が分かるようでしたら、PLの計算はIFAのSISTEMAを用いたほうが簡単にできると思います。

SISTEMAはIFAのサイトより無償でダウンロードできます。

カテゴリB
DCavgなし

1

2

3

カテゴリ1
Dcavgなし

カテゴリ2
DCavg低

カテゴリ2
DCavg中

カテゴリ3
DCavg低

カテゴリ3
DCavg中

カテゴリ4
DCavg高

PL

a

b

c

d

e

図5-カテゴリ、DCavg、各チャンネルのMTTFdとPLとの関係

PL：パフォーマンスレベル
1：各チャンネルのMTTFd=“低”
2：各チャンネルのMTTFd=“中”
3：各チャンネルのMTTFd=“高”

例として、カテゴリ=3、MTTFd=高、DCavg=
低、CCF=65点の場合のPLは赤枠で示すPLd
となる。
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SISTEMAとは機械安全信頼性データからPL（パフォーマンスレベル）を計算するソフトウェアです。
SISTEMAは、独IFAから無償で取得することが可能です。主な制御機器メーカは各社のコンポーネントの信頼
性データをSISTEMAのライブラリとして提供しているので、信頼性データを入手する手間も省略できます。
SISTEMAを用いて評価結果を、レポートとして出力することもできます。リリースされた当初は日本語に対応して

いませんでしたのであまりお勧めできませんでしたが、現在は日本語にも対応しているので、レポートも日本語で出
力できます。

IFA-Practicalaids:Software-AssistentSISTEMA:SafetyIntegrity-SoftwareToolfortheEvaluationofMachineApplications（dguv.de）

PLrの決定画面 レポートの出力画面

https://www.dguv.de/ifa/praxishilfen/practical-solutions-machine-safety/software-sistema/index.jsp
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ここでは、SISTEMAの階層構造を見てみましょう。最上位にPR（プロジェクト）があり次にSF（セーフティファ
ンクション）、SB（サブシステム）、CH（チャンネル）、BL（ブロック）、最下層にEL（エレメント）がある階層
構造を形成しています。
1つのPR（プロジェクト）内には複数個のSF（セーフティファンクション）があり、各SFは入力→論理→出力に

あたる複数個のSB（サブシステム）で構成され、冗長系の場合にはCH（チャンネル）は2系統あり、各チャンネ
ルは複数個のBL（ブロック）で構成され、BL（ブロック）はEL（エレメント）で構成されます。

出典：オムロン

PR プロジェクト 装置全体の安全機能の集合

SF セーフティファンクション 1つの安全機能

SB サブシステム ひとかたまりの小さな安全関連部

CH チャンネル 安全関連部を構成する系統

BL ブロック チャンネルを構成する機能的な部品

EL エレメント ブロック内部の構成部品

BL（ブロック）の下にEL（エレメント）がありますが、
通常コンポーネントメーカからは電磁接触器などの機械接
点部品の場合、コンポーネント（部品）の信頼性データし
か入手できません。信頼性データをBLに入力しても、ELに
入力しても計算結果は同じになりますが、電磁接触器の場
合は接点（ブロック内部の構成部品）の信頼性なので、
正しくはELに信頼性データを入力すべきです。



PL（パフォーマンスレベル）：SISTEMA

第3章 付録1

137

ここでは、PLを計算するためにSISTEMAに入力するデータについて考えたいと思います。メーカより入手できる
信頼性データのパターンは大きく分けて3つに分けられます。
① B10d又はMTTFdが入手できる機器（機械的接点部品、電子部品）
② カテゴリ、MTTFd、DC、CCFが入手できる機器（BLをパッケージ化した機器）
③ カテゴリ、PL、PFHdが入手できる機器（マイクロプロセッサの組込みソフトで機能する機器）
SISTEMAではBLのデータからSBのデータを自動計算し、SBのデータからSFのデータを自動計算します。

PL計算に使わ
れるパラメータ

BL SB SF

機械的接
点部品

電子部品 BLの組合わせによ
るサブシステム

BLをパッケージ化し
た機器

マイクロプロセッサの組込みソ
フトで機能する機器

1つの安全機能

B10d メーカ N/A N/A N/A N/A N/A

Nop 設計者 N/A N/A N/A N/A N/A

カテゴリ N/A N/A 設計者 メーカ メーカ 自動※4

MTTFd 自動※1 メーカ 自動※2 メーカ N/A N/A

DC/DCavg 設計者 設計者 自動※2 メーカ N/A N/A

CCF N/A N/A 設計者 メーカ N/A N/A

PFHd N/A N/A 自動※3 自動※3 メーカ 自動※4

PL N/A N/A 自動※3 自動※3 メーカ 自動※4

※1） B10d、Nopより自動計算
※2） BLの組み合わせから自動計算

※3） カテゴリ、MTTFd、DCavg、CCFより自動計算
※4） SBの組み合わせから自動計算

引用：オムロン

¸機械的接点部品、電子部品：リレー、電磁接触器の接点、近接センサなど
¸BLをパッケージ化した機器：安全リレーユニットなど
¸マイクロプロセッサの組込みソフトで機能する機器：安全PLC、ライトカーテン、レーザースキャナなど

計算の流れ
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用語解説
～ 産業用ロボット（協働ロボット）編 ～
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産業用ロボットの規格ISO 10218では産業用ロボットを「産業オートメーション用途に用いるため、位置が固定
又は移動し、3軸以上がプログラム可能で、自動制御され、再プログラム可能な多用途マニピュレータ」と定義して
います。
国際規格では上記のように定義されますが、国内の法令では産業用ロボットをどのように定義しているのでしょう

か？

● 労働安全衛生規則第三十六条三十一
マニプレータ及び記憶装置（可変シーケンス制御装置及び固定シーケンス制御装置を含む。以下この号におい

て同じ。）を有し、記憶装置の情報に基づきマニプレータの伸縮、屈伸、上下移動、左右移動若しくは旋回の動
作又はこれらの複合動作を自動的に行うことができる機械（研究開発中のものその他厚生労働大臣が定めるも
のを除く。以下「産業用ロボット」という。）

● 昭和58年労働省告示第51号
労働安全衛生規則第三十六条第三十一号の厚生労働大臣が定める機械は、次のとおりとする。
一 定格出力（駆動用原動機を二以上有するものにあっては、それぞれの定格出力のうち最大のもの）が八〇

ワット以下の駆動用原動機を有する機械
二 固定シーケンス制御装置の情報に基づきマニプレータの伸縮、上下移動、左右移動又は旋回の動作のうち

いずれか一つの動作の単調な繰り返しを行う機械
三 前二号に掲げる機械のほか、当該機械の構造、性能等からみて当該機械に接触することによる労働者の危

険が生ずるおそれがないと厚生労働省労働基準局長が認めた機械

昭和58年労働省告示第51号により昭和58年（1983年7月1日）以降、固定シーケンスの単軸動作の機
械を除き、80ワットを超える駆動用原動機を有する機械は産業用ロボットであることが明確化されました。
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国内では、昭和58年労働省告示第51号により昭和58年（1983年7月1日）以降、固定シーケンスの単軸
動作の機械を除き、80ワットを超える駆動用原動機を有する機械は産業用ロボットであることが明確化されました。
また、労働安全衛生規則 第150条の4では、「事業者は、産業用ロボットを運転する場合（教示等のために産

業用ロボットを運転する場合及び産業用ロボットの運転中に次条に規定する作業を行わなければならない場合にお
いて産業用ロボットを運転するときを除く。）において、当該産業用ロボットに接触することにより労働者に危険が生
ずるおそれのあるときは、さく又は囲いを設ける等当該危険を防止するために必要な措置を講じなければならない。」
と規定しています。

産業用ロボットと柵

マニピュ
レータ

柵

これにより、日本国内では事業者に対して教
示等を行う場合を除き、産業用ロボットを運
転する場合で労働者に危険が生ずるおそれの
あるときには、さく又は囲いを設ける等の措置
を行わなければならなくなりました。
ですので、80W以上の産業用ロボットを運

転する時には、さく又は囲いを設ける等の措置
が必須となりました。

ワンポイント

労働安全衛生法では、「事業者」とは、「事業
を行う者で、労働者を使用するものをいう」と
定義されています。
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産業用ロボットの説明書を読むとロボットの動作領域の図が載っています。しかし、ISO 10218-2には動作領域
という表現はありません。
動作領域に代わって最大空間という言葉が出てきます。最大空間は「製造業者が定めたロボット可動部が届く空

間に、エンドエフェクタ及びワークが届く空間を加えた空間」と定義されています。ですので、最大空間とは、下図では
オレンジの丸の内側すべての空間になります。

動作領域と最大空間

動作領域

最大空間

マニピュ
レータ

エンドエフェクタ
ワークなど

ハンド 溶接トーチ

ところで、エンドエフェクタとはどのようなものか
分かりますか？
エンドエフェクタは「ロボットがタスクを行えるよう

に特別に設計されたメカニカルインタフェースに取
り付けられる装置」と定義されています。通常はマ
ニピュレータのフランジに取り付けられるもので、ハ
ンドリング用途ならハンド、溶接用途なら溶接
トーチなどになります。



産業用ロボット：最大空間と制限空間

第3章 付録1

142

ISO 10218では最大空間以外に制限空間という用語が出てきます。制限空間は「最大空間の一部であり，超
えてはならない限度を設定する制限装置によって制限する空間」と定義されています。制限装置は「ロボットの全ての
動作を停止又は停止させるための最大空間を制限する手段」と定義されています。
下図では青色で示す空間が制限空間になります。

最大空間と制限空間

最大空間

制限空間

マニピュ
レータ

制限装置には次の様な物があります。
･ 軸のメカストッパ―
･ 軸のリミットスイッチ
･ ソフトウェアによる空間制限

リミットスイッチ又はソフトウェアによる空間制限
ではマニピュレータは即停止しないので、惰性運
転も考慮に入れた制限空間を構築する必要が
あります。
リミットスイッチ又はソフトウェアによる空間制限

では安全適合した手法を選択する必要がありま
す。
一般的に使用されているリミットスイッチや通常

のソフトウェアによる軸の動作制限では安全適
合する事は出来ませんのでご注意ください。
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ISO 10218では安全防護空間、運転空間と言う言葉が出てきます。安全防護空間は「周囲の安全防護で定義
された空間」、運転空間は「制限空間の一部でタスクプログラムによって指令される全ての運動を実行するときに実
際に使われる空間」と定義されています。安全防護は安全防護物の使用による保護方策を意味し、安全防護物は
ガード又は保護装置のことをさします。保護装置はインターロック装置やライトカーテンなどの検知保護装置のことを
さします。

安全防護空間、制限空間、運転空間

制限空間は安全防護空間内になければなりま
せんが、リスクアセスメントを行いロボットの衝突
に対して柵の強度が十分にある場合は、柵を制
限装置とする事で柵内を制限空間及び安全防
護空間とする事ができます。

制限空間

マニピュ
レータ

運転空間安全防護空間柵
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国内ではT2モード（手動高速モード）のある産業用ロボットをよく見かけます。ISO 10218でもT2モードの使
用は禁止されていませんが、使用に当たっては制約があります。柵外から教示を行えば問題ないと思いますが、柵内
で手動高速モードを使用する場合には挟まれのリスクを回避する為、構造物、柵等から500mm以上の隙間を設
けなければなりません。

500㎜以上の隙間

国内の狭い工場で構造物、柵等から500mm
以上の隙間を設けるのはかなり難しいと思います。
ISO 10218-2ではT2モードの使用を禁止して

いませんが、あくまでも例外的に使用を認めている
だけで通常使うものではありません。

制限空間

マニピュ
レータ

運転空間安全防護空間

3モードスイッチ
T2モードあり

2モードスイッチ
T2モードなし

柵500mm以上
の隙間
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各空間をまとめると以下のようになります。
･最大空間はロボットの可動範囲にハンドやワークを含めた空間。
･制限空間は制限装置により最大空間を制限した空間。
･制限空間は安全防護空間内になければならない。
･制限装置には以下のような物がある。

① 軸の機械的メカストッパ
② 軸のリミットスイッチ
③ ソフトウェアによる空間制限
④ 柵の強度が十分にある場合は柵（リスクアセスメント要）

･運転空間は制限空間内でロボットがロボットプログラムなどで動作する空間。
･安全防護空間はガード又は保護装置で囲われた空間。

動作領域

最大空間

制限空間

運転空間安全防護空間

動作領域、最大空間、制限空間、安全防護空間、運転空間

柵
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ロボットや機械が停止しているときの停止機能は3つのカテゴリに分類されます。この分類を停止カテゴリといい、
IEC 60204-1で規定されています。通常の産業用ロボットでは、非常停止、保護停止は停止カテゴリ0又は1。
停止カテゴリ1は停止させるために電源を供給し停止時の惰性距離を減らしたいような場合に用います。産業用ロ
ボットがサーボオン状態で起動信号の入力を待っている状態が停止カテゴリ2の状態になります。
協働運転では安全適合の監視停止等を保護停止として使用することがありますので、上記の説明が成り立たな

い場合があります。

停止カテゴリ 0 停止カテゴリ 1 停止カテゴリ 2

機械アクチュエータの電源を即時に遮
断することによる停止

停止するために機械アクチュエータが電
源を使える状態で停止し停止が完了し
てから電源を遮断する制御停止

停止完了後も機械アクチュエータに電
源を供給したままにする制御停止

運転

停止

供給

遮断

停止指令

動作

動力源

運転

停止

供給

遮断

停止指令

動作

動力源

運転

停止

供給

遮断

停止指令

動作

動力源
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非常停止の機能はISO 13850で「人に対する危険源を、又は機械類若しくは工程中の加工物への損害を、避
けるか又は低減する。人間の単一の動作によって始動する。」と定義され一般的な機械にも使用されます。これに対
して保護停止はISO 10218で「安全防護目的で動作を中断し、再起動を容易にするためにプログラム論理を保
持する停止方法」と定義され産業用ロボット特有の停止になります。
ISO 10218-1で「保護停止機能及び独立した非常停止機能をもたなければならない。これらの機能は、外部

保護装置への信号接続を備えなければならない」と規定されていますので産業用ロボットであれば1つ以上の非常
停止と保護停止の信号入力が準備されているはずです。
非常停止機能及び保護停止機能の停止性能は、通常はカテゴリ3のPL=d以上になっています。

左図「非常停止と保護停止
の接続」に示すように非常停
止信号をロボットコントローラ
の非常停止に接続します。
ドアスイッチなどのインター

ロック装置やライトカーテンな
どの検知保護装置をロボット
コントローラの保護停止に接
続します。

非常停止釦

ドアスイッチ
ロボットコントローラ

非常停止と保護停止の接続

ワンポイント

カテゴリ3、PL=dの用語は本用語解説
の機能安全編を参照のこと。

出典：安川電機

非常停止

保護停止
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ここからは、協働ロボットに関して説明します。労働安全衛生規則 第150条の4では、「事業者は、産業用ロボッ
トを運転する場合（教示等のために産業用ロボットを運転する場合及び産業用ロボットの運転中に次条に規定す
る作業を行わなければならない場合において産業用ロボットを運転するときを除く。）において、当該産業用ロボッ
トに接触することにより労働者に危険が生ずるおそれのあるときは、さく又は囲いを設ける等当該危険を防止するた
めに必要な措置を講じなければならない。」と規定しています。
このため日本国内では80Wを超える産業用ロボットを運転する時には、さく又は囲いを設ける等の措置が必須と

なりました。これだと日本国内では80Wを超える産業用ロボットを用いて人との協働作業を行うことは実質不可能
になります。
このような状況の中、2013年に基発1224第2号通達が発行され産業用ロボットと人との協働作業が可能とな

る安全基準が明確化されました。通達では2つの安全基準が示されており、1つは事業者が行う安全基準、もう1
つは設置者が行う安全基準です。この2つ安全基準のうちのどちらか1つを選択する必要があります。

事業者が行う安全基準として「産業用ロボットを使用する事業者が、労働安全衛生法28条の2による危険性等
の調査（以下、「リスクアセスメント」という。）に基づく処置を実施し、産業用ロボットに接触することにより労働者
に危険の生ずるおそれが無くなったと評価できるときは、本条の「労働者に危険が生ずるおそれのあるとき」に該当し
ないものとすること。」とあり、リスクの見積もりに当たっては「イ 産業用ロボットのマニプレータ等の力及び運動エネ
ルギー」に留意することとなっています。
この通達とは別に基安安発1224第1号通達が発行されており、この通達では「イの産業用ロボットのマニプレー

タ等の力及び運動エネルギーについては、国際標準化機構（ISO）の産業用ロボットの規格の技術仕様書
（TS 15066）において、人に危害を加えないと判断される数値を審議中であること」とあり、TS 15066の数値
以下であれば、安全が担保されていると判断できるとしています。
このように、事業者が労働安全衛生法28条の2に従いリスクアセスメント及びリスクの低減を行い、ISO/TS

15066の数値以下であれば労働者に危険が生ずるおそれのあるときに該当せず協働運転を行ってもよいことにな
ります。
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次に設置者が行う安全基準について説明します。まずこの設置者ですが、事業者（ユーザー）、設置業者、製造
者（メーカー）などの者のうち、設置の安全条件に責任を持つ者が設置者となります。ですので、まず事業者、設
置業者、製造者のうち誰が設置の安全条件に責任を持つ者なのか明確にしなければなりません。
基発1224第2号通達では「さく又は囲いを設ける等」の「等」には次の措置が含まれることとしています。

国際標準化機構（ISO）による産業用ロボットの規格（ISO 10218-1:2011及びISO 10218-
2:2011）によりそれぞれ設計、製造及び設置された産業用ロボット（産業用ロボットの設計者、製造者及
び設置者がそれぞれ別紙に定める技術ファイル及び適合宣言書を作成しているものに限る。）を、その使用条
件に基づき適切に使用すること。

まず設置者を明確にし、ISO 10218の規格を満足した産業用ロボットを使用し、技術ファイル及び適合宣言書
を作成している場合に協働運転を行ってもよいことになります。

技術ファイルの内容 適合宣言書の内容
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ISO 10218では協働作業空間を「ロボット作業セルの安全防護空間内の、生産作業中にロボットと人間とが同
時に作業を遂行できる作業空間」と定義しています。また、協働作業空間は床へのマーク、標識などで明確に定義
しなければなりません。安全防護空間の協働していない場所に侵入してくる人の侵入を防止しなければなりません。
下に示す協働作業空間の例では協働作業空間以外の空間への人の侵入をアルミ柵で防いでいます。黄色枠部分
が協働作業空間で人と協働ロボットが協働して作業を行います。協働ロボットは一般に「設計又は制御による動力
及び力の制限」を行い、接触すると停止するものだと思ってください。

協働作業空間の例

アルミ柵

協働作業空間

協働ロボットは「設計又は制御による動力
及び力の制限」を行っているから侵入防止を
行わなくていいのではないかとの意見も聞き
ます。
しかし、侵入者に対して何らかの防止をしな

いと協働作業空間が明確に定義できません。
また、侵入者がどのような姿勢で接触するの
かを想定することができず、接触する部位が
想定できません。協働ロボットの技術仕様書
ISO/TS 15066では顔面、頭部への接触
は禁止されています。接触部位が想定でき
ないと、リスクアセスメントによる評価ができ
なくなります。
ですので、何らかの侵入防止は必要だとい

う事です。
出典：ユニバーサル
ロボット
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ISO 10218では協働運転を「特別の目的で設計したロボットが、定義した作業空間内で人間と直接協働して動
く状態」定義しています。協働運転の要求事項として協働運転中であることを示す視覚表示をそなえ、かつ以下の4
要件のうちいずれか1つ以上を満たすことが求められています。
① 安全適合の監視停止
② ハンドガイド
③ 速度及び間隔の監視
④ 設計又は制御による動力及び力の制限

協働ロボットは「規定された協働作業空間で、人間と直接的な相互作用をするように設計されたロボット」と定義さ
れます。協働ロボットは産業用ロボットの一種で、要件④の設計又は制御による動力及び力の制限の要件を満たす
ものが代表的なものになります。これ以外にも通常の産業用ロボットに①の安全適合の監視停止や②のハンドガイ
ドを追加して協働ロボットとすることも可能です。③の速度及び間隔の監視ですが、まだ実用的な使用に耐えうる製
品は出来ていません。

④ 設計又は制御による動力及び力の制限

② ハンドガイド
＋

① 安全適合の監視停止 ① 安全適合の監視停止

出典：安川電機、FANUC、ユニバーサルロボット
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ISO 10218では安全適合の監視停止を「駆動源が切断されない状態でロボットが停止している状況で、ロボッ
トが動作しないことを確実にする、規定された十分な安全性能をもつ監視システム。」と定義しています。安全適合
の監視停止の停止カテゴリは通常の停止と同じ停止カテゴリ2になります。ですので、マニピュレータのサーボはオン
のままで動力源が供給された状態の停止です。
通常の停止と違うのは、停止した後に監視システムにより停止を監視します。この監視システムの性能は安全適合

される性能で、IEC61800-5-2で規定しているSOSによっても達成できます。一般的に監視システムの性能はカ
テゴリ3のPL=d以上になっています。

安全適合の監視停止なし 安全適合の監視停止なし 安全適合の監視停止あり

停止 保護停止 保護停止

停止→動作停止
→サーボオン

保護停止→動作停止
→サーボオフ

停止→動作停止
→サーボオン（監視停止）

停止カテゴリ2 停止カテゴリ0、1 停止カテゴリ2

サーボオン
ランプ

サーボオン
ランプ

サーボオン
ランプ

マニピュレータ
動作停止

マニピュレータ
動作停止

マニピュレータ
動作停止

安全適合の監視停止を
保護停止機能とすること
で、保護装置が作動した
時でもサーボをオフさせる
必要がなくなります。
通常、保護停止により

サーボオフさせると再起動
の操作を行う必要があり
ます。
しかし、ISO 10218-1

では安全適合の監視停
止で停止した場合、人間
が協働作業空間から離れ
たならロボットは自動運
転に復帰してもよい事とし
ています。

出典：安川電機
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安全適合の監視停止でSOSについて説明します。SOSはSafe Operating Stopの略語で、モータの停止状
態を監視する機能です。モータの停止後も電力供給を維持し、停止位置から動いていないことを監視します。この
機能は可変速駆動システム（PDS）の規格IEC 61800-5-2で規定されています。IEC 61800-5-2では停
止機能としてSTO、SS1、SS2、監視機能としてSOS、SLA、SAR、SLS、SLT、STR、SLP、SLI、SDI、SMT、
SCA、SSM、安全ブレーキ出力としてSBCを規定しています。余談ですが、停止機能のSTOが停止カテゴリ0、
SS1が停止カテゴリ1、SS2が停止カテゴリ2に相当します。

出典：オムロン
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ハンドガイドについては、ISO 10218、ISO/TS 15066に定義が記載されていません。ですので、規格を読んで
もハンドガイドとはどのような物なのか分からないと思います。ハンドガイドはロボットを操作するための機器で、ロボッ
トのエンドエフェクタ近くに取り付けられたものです。
通常のロボットにハンドガイドを用いる場合には、非常停止ボタンとイネーブルスイッチが取り付けられており、イネー

ブルスイッチが握られているときのみロボットが操作可能になります。重量物の運搬を人とロボットが協働して行うアプ
リケーションでよく使用されます。

操作者が操作のため、ハンドガイドに近づく時には安全適合の監視停止状態になり、その後安全適合監視速度状
態でハンドガイドで操作を行い、操作後にイネーブルスイッチを離すと、再度安全適合の監視停止状態になります。
操作者がハンドガイドを操作する前後に安全適合の監視停止状態にするため、何らかの保護装置による操作者の
検出が必要となります。操作後には保護装置により安全適合の監視停止状態になるので、操作者が保護装置で
検出されなくなったら、特別な操作なしにロボットは自動運転に復帰してもよいことになります。

出典：安川電機
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「設計又は制御による動力及び力の制限」の要件を満たしたロボットが一般的に協働ロボットと呼ばれています。
接触することを前提とし、接触しても痛みまたは極めて軽微な怪我しか発生しないようにロボットは低出力、低速度
に制限されています。安全防護を行わず接触を前提としているので、接触しても本質的に安全であると言えなけれ
ばなりません。ロボット本体に対してもリスクアセスメントを行わなければいけませんが、特に注意が必要なのは、エン
ドエフェクタとワークです。エンドエフェクタやワークに鋭利なエッジ、鋭い突起部がある場合にはこの種の協働運転は
適用しないほうがいいでしょう。

動力及び力の制限を用いた協働ロボットの例

出典：安川電機、FANUC、ユニバーサルロボット
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準静的接触、過渡的接触は協働ロボットのTS（Technical Specification）であるISO/TS 15066に記
載されています。準静的接触は「オペレータとロボットシステムの一部との間の接触であって、オペレータの身体が、ロ
ボットシステムの可動部と他のロボットセルの固定部又は可動部との間でクランプされるおそれのある接触」、過渡的
接触は「オペレータとロボットシステムの一部との間の接触であって、オペレータの身体がクランプされずに、ロボットシ
ステムの可動部から後退できる、又は引っ込めることができる接触」と定義されています。
簡単に言うと準静的接触は協働ロボットに人体の一部が挟まれるような接触、過渡的接触は協働ロボットに人体

の一部が跳ね飛ばされるような接触になります。

出典：TSB0033

図3－許容可能及び許されない力又は圧力に関するグラフ表示

実際に準静的接触、過渡的接
触を測定したい場合には測定器が
必要になります。測定器はエクセル
株式会社で販売しています。
コラボロボット衝撃力測定器／エクセ

ル株式会社（excelinc.co.jp）

協働ロボットの衝撃力測定器

出典：株式会社エクセル

https://www.excelinc.co.jp/robot_cbsf_basic.shtml
https://www.excelinc.co.jp/robot_cbsf_basic.shtml
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ISO/TS 15066では12の身体領域に分類した29か所の特定身体（図A.1-身体モデル）に対して準静的接
触と過渡的接触の圧力と力の最大値（表A.2-生物力学的限界）を提供しています。表A.2は.1.4×1.4㎝の
正方形で四辺の全てで半径2㎜の丸みをもつ接触試験子を使用したときに与えられるものなので、実際の接触状
況に合わせた評価が必要になります。
表A.2に示すように頭部／額／顔への過渡的接触は適用不可となっていますので頭部／額／顔への接触が想定

される協働ロボットシステムは許容されません。

出典：TSB0033

適用
不可
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Å機械の安全化を進める3つの前提

Å『人間はミスをする』

Å『機械は故障する』

Å『絶対安全はない』
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『人間はミスをする』

Åそもそも人間の注意力には限界があり、人が注意できるのは、自分で意識しているときに限られる。しかも人
の注意力はそれほど長続きしないし、一つに注意すると他の対象には注意が向かない。本人は一生懸命やっ
ていてるつもりでも、本人の意図に反して、結果として失敗するのが人間の特性である。ミスをするのが人間の
特徴なので、ミスをした人の責任を追及しても事故はなくならない。たとえ「機械を停めてから作業するように」
と命じられていても人間の特性で早く復旧したいという思いからつい手を出してしまうこともあり、これはJIS B
9700 （ISO 12100 ）の5 .4 . c）に記載されているように予見可能なミスであり、機械の側で対処すること
が求められる。

『機械は故障する』

Å機械が故障する確率は、人がミスをする確率より、2桁も3桁も低い。しかし故障しない機械はないことを認識したうえ
で、影響を考慮し、リスクに応じた安全性能を有することが求められる。安全性能を高めるには、故障しにくい部品を
用いることや、冗長化設計があるが、特にインターロックのような制御系の安全関連部は正常なとき以外は安全側
（止まる）となるように設計すること（フェールセーフ化）が重要である。

『絶対安全は存在しない』

ÅJIS Z 8051（ISO/IEC Guide 51）で「残留リスク」を定義しているように、どんなにリスクを低減しても「残留リス
ク」はゼロにはならない。JIS B 9700（ISO 12100 ）においても、適切なリスク低減として、「現在の技術レベルを
考慮したうえで、少なくとも法的な要求事項に従ったリスクの低減」で、「危険源の除去、又は実行可能な最も低いレ
ベルまでのリスク低減を行っている」場合であると述べている。この前提で、リスクアセスメントを実施し合理的に実現可
能な許容できるレベルまでリスク低減を図ることにより、安全な機械を作る責務を果たしたことになる。
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Å機械設備による労働災害（以下、機械災害という）は依然として死傷災害全体の約1/ 5を占めてお
り、製造業においてはその比率は約4割に増加している。機械災害は、機械のエネルギーが大きいことか
ら、はさまれ・巻き込まれ等により身体部位の切断・挫滅等の重篤な災害や死亡災害につながることが
多いのが特徴である。

Å一方、機械はその使用状況をあらかじめ想定できるので、設計・製造段階でリスクアセスメントを実施し
保護方策を織り込んだ機械を使用者に提供し、使用者がさらにリスクアセスメントを実施して機械を安
全に使用すれば確実に機械災害の大部分は防止できる。そこで国は「（改正）機械の包括的な安
全基準に関する指針」（平成19年7月31日付け基発0731001 号、以下「機械包括安全指針」と
表記。）を公表し、機械の安全化を図ってきた。さらに、労働安全衛生規則第24条の13により機械
危険情報の通知を努力義務化し、あわせて中災防などの機関により機械安全にかかわる人材育成を
推進してきたところである。

Å機械安全指針は、平成13年（2001年）都道府県労働局長宛に示された「機械の包括的な安全
基準に関する指針（平成13年6月1日基発第 501号）」が元となる。この指針は、機械安全のため
の設計の一般原則（リスクアセスメント及びリスク低減）と妥当性確認が示されている国際規格原案
ISO/DIS 12100 -1、-2（2000年）に基づいて策定された。この指針の特徴は、設計者の安全な
機械の設計のための規格である機械安全の国際規格原案を機械製造者（設計者）と機械使用者
の双方に対して適用する指針として示されていることである。

Åその後、ISO 12100 -1、-2: 2003（JIS B 9700 -1、-2: 2004）が制定され、さらに平成18年
（2006年）に労働安全衛生法第28条の2の公布によりリスクアセスメントとそれに基づくリスク低減が
規定されたことを踏まえて機械包括安全指針も平成19年（2007年）に改正された。機械包括安全
指針は、国際的な安全規格を基にした指針である。 161
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機械の包括的な安全基準に関する指針
（平成13年（2001年）6月1日付け 基発第501号）

⇒「機械の製造者（メーカー）」と「使用者」がそれぞれ行う、リスクアセスメント及びリスク低
減方策を示した

ISO 12100のドラフトをベースとして「機械の製造者」にリスクアセスメントを実施し、リスクの
低減を図ることを規定した⇒メーカー側に求めた内容
⇒ISO発効前で有効に実行されなかった

安衛法 第28条の2（事業者の行うべき調査等）
（平成18年（2006年）4月に新設）

⇒使用者側に求めた内容

（改正）機械の包括的な安全基準に関する指針
（平成19年（2007年）7月31日付け 基発第0731001 号）
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安全に関する規格補足：危険性又は有害性の調査

安全衛生法（安衛法）
第28条の2（事業者の行うべき調査等）
2 厚生労働大臣は、前条第1項及び第3項に定めるもののほか、前項の措置に関して、その
適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

安全衛生規則（安衛則）
第24条の11（危険性又は有害性等の調査）
法第28条の2第1項の危険性又は有害性等の調査は、次に掲げる時期に行うものとす
る。

危険性又は有害性等の調査等に関する指針
（平成18年（2006年）3月10日付け 公示1号）

危険性又は有害性等の調査等に関する指針について（施行通達）
（平成18年（2006年）3月10日付け 基発第0310001 号）

（改正）機械の包括的な安全基準に関する指針
（平成13年（2001年）6月1日付け 基発第501号） 【制定】
（平成19年（2007年）7月31日付け 基発第0731001 号） 【改正】

機械の包括的な安全基準に関する指針の解説等について
（平成19年（2007年）7月31日付け 基発第0731004 号）
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安全に関する規格補足：機械のリスク低減3原則

（１）本質安全の原則 ⇒危険源を除去する、又は人に危害を与えない程度にする

状態
危険源の除去
危険区域に入る必然性の低減

定義
※危険源の定義：
人が危険源に曝露されるような機械類の内部及び／又は機械類の周辺

保護方策の例
幾何学的要因で可動部分の最小隙間を広め、身体の一部が押しつぶされないように
する。物理的側面で身体に危害を加えないように作動力を小さく制限する。

（２）隔離の原則 ⇒人と機械の危険源が接近・接触出来ないようにする

状態 人と危険源が接近・接触できないよう隔離

定義
隔離の原則と停止の原則の組合せ
※停止したら扉が開く、※扉を開けたときは停止する

関係法令 労働安全衛生規則第101条、第102条、第105条、第106条、第108条の２、第109条

保護方策の例 固定式ガード、両手操作制御装置

（３）停止の原則 ⇒一般的に機械は止まっていれば危険でなくなる

状態 停止状態にすることで人に危害を与えない

関係法令 労働安全衛生規則第107条、第108条

保護方策の例 インターロック付き可動ガード、検知保護装置
164
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安全に関する規格補足：事業者の講ずべき措置、労働者の守るべき事項（安衛法）

安衛法
第20条（事業者の講ずるべき措置）
事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。
一 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険

第26条
労働者は、事業者が第20条から第25条まで及び前条第1項の規定に基づき講ずる措置に
応じて、必要な事項を守らなければならない。

具体的な内容は厚生労働省令（労働安全衛生規則等）の省令に委ねられている

安衛法
第27条
第20条から第25条まで及び第25条の2第1項の規定により事業者が講ずべき措置及び
前条の規定により労働者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で定める。

安全衛生法には具体的な措置や事項を明示していない
また、安全衛生法第1条の「危害防止基準の確立」がここで定義されている
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安全に関する規格補足：安全基準（機械による危険の防止）（安衛則）

安衛則 第2編 安全基準
第1節 一般機械

表題 箇条

① 原動機、回転軸等による危険の防止 第101条

② ベルトの切断による危険の防止 第102条

③ 動力遮断装置 第103条

④ 運転開始の合図 第104条

⑤ 加工物等の飛来による危険の防止 第105条

⑥ 切削屑の飛来等による危険の防止 第106条

⑦ 掃除等の場合の運転停止等 第107条

⑧ 刃部の掃除等の場合の運転停止等 第108条

⑨ ストローク端の覆い等 第108条の２

⑩ 巻取りロール等の危険の防止 第109条

⑪ 作業帽等の着用、手袋の使用禁止 第110条、第111条
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安全に関する規格補足：ISO 12100のリスク低減方策

②

③

非常停止装置

重量品の安全な扱い手段

補足時の脱出・救助手段

①

② 隔離による安全防護

作業者固定に基づく安全防護

停止による安全防護

機械への安全な接近手段

エミッション（騒音・振動・放射・危険物質）を低減するための手段

リ
ス
ク
低
減
方
策

付属文書・取扱い説明書（運搬、取り扱い、保全、訓練方法など）

警報、信号、警告表示、標識、警告文など（装置に取り付ける）使用上の情報
（残留リスクへの対応）

安
全
防
護

本質的安全設計方策

安全防護装置
による

ガード（安全柵）
による

隔離による安全防護

動力遮断と蓄積エネルギーの消散手段付加保護方策

メンテナンス性の向上 安定性の確保

ポジティブな機械的結合による作用の伝達

エネルギーの低減

機械化、自動化の検討

感電防止策

人間工学原則の遵守

機械の形状の工夫

安全機能の維持能力
システムの安全性
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関係法令補足

関係法令補足
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関係法令補足：労働安全衛生法の概要

安衛法
第1条（目的）
この法律は、労働基準法（昭和22年法律第49号）と相まって、労働災害防止のための危
害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防
止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の安全と健康を
確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することを目的とする。

何をやるか？：労働災害防止のための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自
主的活動の促進

目的： 職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境
の形成を促進する

手段： 総合的計画的な対策を推進する

昭和47年（1972年）に労働基準法の第5章「安全および衛生」（第42条から第55条）
から分離独立し、労働基準法と一体的な運用を実施

※労働基準法第42条
労働者の安全及び衛生に関しては労働安全衛生法のさだめるところによる
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関係法令補足：労働者と事業者の責務

安衛法
第3条（事業者の責務）
事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快
適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保
するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策
に協力するようにしなければなない。

労働者： 職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用されるもので賃金を支払
われるもの
（労働基準法第9条、安衛法第2条）

事業者： 事業を行う者で労働者を使用するもの
（安衛法第2条）⇒労働契約法第2条の「使用者」とは異なる
∴労働者を使用＝管理・監督するもの、専門知識を有するもの
※実際の判例でも工場長はもとより課長・係長でも有罪判決を受けている例がある

安衛法や安衛則は、最低基準であることを明確にしている

安衛法
第4条（労働者の責務）
労働者は、労働災害を防止するために必要な事項を守るほか事業者その他関係者が実施
する労働災害防止に関する措置に協力するように努めなければならない。
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関係法令補足：事業者の講ずべき措置、労働者の守るべき事項（安衛法）

安衛法
第20条（事業者の講ずるべき措置）
事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。
一 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険

第26条
労働者は、事業者が第20条から第25条まで及び前条第1項の規定に基づき講ずる措置に
応じて、必要な事項を守らなければならない。

具体的な内容は厚生労働省令（労働安全衛生規則等）の省令に委ねられている

安衛法
第27条
第20条から第25条まで及び第25条の2第1項の規定により事業者が講ずべき措置及び
前条の規定により労働者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で定める。

安全衛生法には具体的な措置や事項を明示していない
また、安全衛生法第1条の「危害防止基準の確立」がここで定義されている
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関係法令補足：事業者の講ずべき措置、労働者の守るべき事項（安衛則）

安衛則
第28条（安全装置等の有効保持）
事業者は、法及びこれに基づく命令により設けた安全装置、覆い、囲い等（以下「安全装
置等」という）が有効な状態で使用されるようそれらの点検及び整備を行わなければならな
い。

安衛法20条「事業者の措置」、26条「労働者の必要事項」はここで定義される

安衛則
第29条（労働者の守るべき事項）
労働者は、安全装置等について、次の事項を守らなければならない。
一 安全装置等を取りはずし、又はその機能を失わせないこと。
二 臨時に安全装置等を取りはずし、又はその機能を失わせる必要があるときは、あらかじ
め、事業者の許可を受けること。

三 前号の許可を受けて安全装置等を取りはずし、又はその機能を失わせたときは、その必
要がなくなつた後、直ちにこれを原状に復しておくこと。

四 安全装置等が取りはずされ、又はその機能を失つたことを発見したときは、すみやかに、
その旨を事業者に申し出ること。

2 事業者は、労働者から前項第四号の規定による申出があつたときは、すみやかに、適当な
措置を講じなければならない。
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関係法令補足：危険性又は有害性の調査

安衛法
第28条の2（事業者の行うべき調査等）
事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん
等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等を調査し、その結果に
基づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者の危険又
は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるように努めなければならない。ただし、当該調
査のうち、化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険又は健康障害を
生ずるおそれのあるものに係るもの以外のものについては、製造業その他厚生労働省令で定め
る業種に属する事業者に限る。

安衛則
第24条の11（危険性又は有害性等の調査）
法第28条の2第1項の危険性又は有害性等の調査は、次に掲げる時期に行うものとす
る。
一 建設物を設置し、移転し、変更し、又は解体するとき。
二 設備、原材料等を新規に採用し、又は変更するとき。
三 作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更するとき。
四 前三号に掲げるもののほか、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又

は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等について変化が生じ、又は
生ずるおそれがあるとき。
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関係法令補足：危険性又は有害性の調査

安衛法
第28条の2（事業者の行うべき調査等）
事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉
じん等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等を調査し、その
結果に基づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者の
危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるように努めなければならない。ただし、
当該調査のうち、化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険又は
健康障害を生ずるおそれのあるものに係るもの以外のものについては、製造業その他厚生労
働省令で定める業種に属する事業者に限る。

2 厚生労働大臣は、前条第1項及び第3項に定めるもののほか、前項の措置に関して、その
適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

3 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、援助
等を行うことができる。

安衛法
第28条（技術上の指針等の公表等）
厚生労働大臣は、第20条から第25条まで及び第25条の2第1項の規定により事業者が
講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るため必要な業種又は作業ごとの技術上の指針
を公表するものとする。
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関係法令補足：危険性又は有害性の調査

安衛法
第28条の2（事業者の行うべき調査等）
2 厚生労働大臣は、前条第1項及び第3項に定めるもののほか、前項の措置に関して、その
適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

安衛則
第24条の11（危険性又は有害性等の調査）
法第28条の2第1項の危険性又は有害性等の調査は、次に掲げる時期に行うものとす
る。

危険性又は有害性等の調査等に関する指針
（平成18年（2006年）3月10日付け 公示1号）

危険性又は有害性等の調査等に関する指針について（施行通達）
（平成18年（2006年）3月10日付け 基発第0310001 号）

（改正）機械の包括的な安全基準に関する指針
（平成13年（2001年）6月1日付け 基発第501号） 【制定】
（平成19年（2007年）7月31日付け 基発第0731001 号） 【改正】

機械の包括的な安全基準に関する指針の解説等について
（平成19年（2007年）7月31日付け 基発第0731004 号）
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関係法令補足：リスクアセスメント

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について（追加部分）
5 第150条の4関係
（2）産業用ロボットを使用する事業者が、労働安全衛生法第28条の2による危険性等の

調査（以下「リスクアセスメント」という。）に基づく措置を実施し、産業用ロボットに接触
することにより労働者に危険の生ずるおそれが無くなったと評価できるときは、本条の「労働
者に危険が生ずるおそれのあるとき」に該当しないものとすること。評価結果は、「危険性又
は有害性等の調査等に関する指針」（平成18年3月10日付け指針公示第1号。以下
「指針」という。）に基づき記録し、保管するものとすること。
なお、リスクアセスメントは指針に基づき実施するとともに、指針の9（3）前段アの
「はさまれ、墜落等の物理的な作用」の危険性による負傷の重篤度及びそれらが発
生する可能性の度合の見積りに当たっては、特に以下の事項に留意するものとする
こと。
イ 産業用ロボットのマニプレータ等の力及び運動エネルギー
ロ 産業用ロボットのマニプレータ等と周辺構造物に拘束される可能性
ハ マニプレータ等の形状や作業の状況（突起のあるマニプレータ等が眼などに激突する

おそれがある場合、マニプレータ等の一部が鋭利である場合、関節のある産業用
ロボットのマニプレータ間に挟まれる可能性がある場合等）
（昭58.6.28 基発第339号、改正 平25.12.24 基発1224第2号）
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関係法令補足：リスクアセスメント

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について（追加部分）
5 第150条の4関係
（3）「さく又は囲いを設ける等」の「等」には、次の措置が含まれること。

ホ 国際標準化機構（ISO）による産業用ロボットの規格（ISO 10218-
1:2011及びISO 10218-2:2011）によりそれぞれ設計、製造及び設置さ
れた産業用ロボット（産業用ロボットの設計者、製造者及び設置者がそれぞれ別
紙に定める技術ファイル及び適合宣言書を作成しているものに限る。）を、その
使用条件に基づき適切に使用すること。なお、ここでいう「設置者」とは、事業者
（ユーザー）、設置業者、製造者（メーカー）などの者のうち、設置の安全条
件に責任を持つ者が該当すること。

（昭58.6.28 基発第339号、改正 平25.12.24 基発1224第2号）

リスクアセスメントの対象

機械の
リスクアセスメント

機械の包括的な安全基準に関する指針、JIS B 9700に基づくリスクアセスメント
機械に係る人の行動、作業が対象。例えば機械への材料の搬入・搬出等

化学物質の
リスクアセスメント

安全衛生法第57条の３に基づくリスクアセスメント
機械で使用される化学物質については、化学物質のリスクアセスメントで実施

作業（場）の
リスクアセスメント

危険性又は有害政党の調査等に関する指針に基づくリスクアセスメント
作業場で行われる人の行動・作業が対象
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関係法令補足：リスクアセスメント

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について（追加部分）
別紙
1 技術ファイルの内容
（1）機械の全般的説明
（2）機械の全体図、制御回路の図面及び機械の運転の理解に必要な関連する記述と

説明
（3）機械が本質的な安全及び健康の要件に適合していることの確認に必要な、完全な詳

細図面、付随する計算書、試験結果、証明書等
（4）以下の内容を含む、リスクアセスメントを実施した手順を示す文書
①機械に適用される本質的な安全及び健康の要件のリスト
②同定された危険性又は有害性の除去又はリスクの低減のために実施された防護方策
の説明及び該当する場合は機械に関連する残留リスクの明示

（5）使用した規格及び他の技術仕様書、また、それらの規格等に含まれる本質的な安全
及び健康の要件の説明

（6）製造者又は製造者若しくは正式な代表者に選定された機関によって実施された試験
の結果を示す技術報告書

（7）機械の取扱説明書の写し
（8）該当する場合は、組み込まれた部分完成機械の組込宣言書及び当該部分完成機

械に関する組立て説明書
（昭58.6.28 基発第339号、改正 平25.12.24 基発1224第2号）
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関係法令補足：リスクアセスメント

労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について（追加部分）
別紙
2 適合宣言書の内容
（1）製造者の名称、住所及び正式な代表者の氏名
（2）上記1の技術ファイルを編さんする権限を付与された者の名称及び住所
（3）総称としての表示名、機能、モデル、型式、製造番号、商品名を含む機械の説明

及び識別方法
（4）機械が、適合性を宣言しようとする安全規格の全ての関連規定を満たしていることを

明白に宣言する文書
（5）該当する場合、その他使用された技術規格及び技術仕様書の参照
（6）適合宣言を実施した場所及び日付
（7）製造者又はその正式な代表者の代理として適合宣言書を作成した者及び署名

（昭58.6.28 基発第339号、改正 平25.12.24 基発1224第2号）
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